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1. 経済性照査導入の背景 

 

1.1 阪神大震災以後の耐震設計の動向 

 土木学会では 1995 年兵庫県南部地震による阪神

淡路大震災の後，同年 5 月と翌年 1 月の 2 回にわた

って耐震基準等に関する「第一次・第二次提言」１）

を行った．その中で，今後，土木構造物の耐震性能

の照査では，レベル１および２の二段階の設計を行

うべきことが述べられている．さらに 2000 年 6 月

にまとめられら「第三次提言」１）では，「レベル２

地震動とは構造物の耐震設計に用いる入力地震動

で，現在から将来にわたって当該地点で考えられる

最大級の強さをもつ地震動である」と定義され，震

源断層を想定して評価すること（震源依存），震源

断層が特定されない場合でも下限基準として M6.5
直下の地震に配慮すること，強震動予測法により評

価すること（地点依存），発生確率を考慮しない地

震ハザード解析によることなどが決められている．

さらに，地震工学委員会耐震基準小委員会が 2001
年 11 月にまとめた「土木構造物の耐震設計ガイド

ライン」２）は，各種構造物におけるレベル２設計

法について詳細に記述している．これらの結果とし

て，1995 年兵庫県南部地震以降，各種土木構造物

に対する耐震設計規定の見直しが行われ，その中で

特にレベル２設計法が整備されてきた． 
一方，レベル１について「第一次・第二次提言」

では，レベル１地震動を供用期間内に１～２度発生

する確率をもつ地震動強さと表現するとともに，こ

れを弾性設計法と組み合わせて用いるとし，その設

定に関しては従来の耐震設計で使用されてきた地

震荷重や設計法の体系とノウハウを尊重するのが

適当であると述べている．しかし「第三次提言」で

は，「厳密に言えば，従来の地震荷重は地震の発生

確率を根拠に設定されたわけではなく，主として

1891 年濃尾地震以降における地震被害の教訓を生

かすため直観的あるいは試行錯誤的に定められて

きた側面が強い」とされ，「土木構造物の耐震設計

ガイドライン」では，「レベル１地震動とは，当面

は許容応力度設計などの従来型設計に用いる地震

動とする．（中略）ただし，レベル１地震動の強さ

を与える考え方や，これに対応する性能について早

急に研究を進める必要がある」と述べられている． 
その後「ガイドライン」の提言を受けて，土木学会

地震工学委員会耐震基準小委員会に「レベル１ワー

キング」設けられた．本章では以下に，このワーキ

ングでまとめられた考え方を概説する． 
 

1.2 レベル１で照査すべきもの 

前述したように現在では，終局限界状態を照査す

るレベル２設計法が整備され，殆どの構造物の断面

がレベル２で決められるようになってきているが，

レベル１設計が不要であるという意見は土木技術

者から殆ど聞かれない．これは，例えレベル２設計

で構造物系全体が崩壊しないように設計されてい

たとしても，レベル１設計で弾性限界を規定するこ

とによって中小の地震で被害をコントロールする

ことが必要であると考えられていることを意味し

ている． 
しかしながら，従来のレベル１設計法が，この命

題に対して合理的であるという根拠はない．レベル

１設計に用いる入力地震動として，第２次提言の

「供用期間に１～２回発生する確率を持つ地震動」

という定義に従って例えば 50 年期待値に対応する

地震動を用いたとすると，50 年間に弾性限界を超

えない確率がポアソン過程なら約 63%になるよう

に構造物を設計することになる．しかしながら，こ

の確率が 63%でなければならない根拠は明らかで

ない．また，弾性限界を超えた場合，ほとんど補修

を必要としない程度となる確率がどれぐらいか，建

設コストに比べて十分に大きな復旧コストとなる

確率がどれぐらいか，等は一切考慮されない．実際

にメインテナンス計画を考える上で重要なのは，無

被害の確率よりも，被害が出たときにどれぐらいの

被害となって，その復旧にどれぐらいのコストと日

数が掛かるか，であると考えられる． 
国土交通省が策定した「土木建築にかかる設計の

基本」３）では，使用限界（弾性限界），終局限界に

加えて，これらの間に新たに修復限界を設け，これ

に対する照査を行うことを提案している．これは明

らかに従来のレベル１設計法だけでは，中小地震に

対する被害をコントロールするのに十分ではない

ために，復旧に多大なコストを要する被害に達する

確率を制御することを意図している．しかし，修復

限界に対する入力地震動を設定しようとした時に，

従来のレベル１と同様に，どの確率レベルにすれば

合理的かという問題に直面する．さらに，このよう

な修復限界照査を導入すると，従来のレベル１設計

（弾性限界照査）の位置づけがあいまいになる．こ

のような考察から，結局レベル１設計に期待されて

いるのは，頻繁に弾性限界を超えることによって，

点検コストや復旧コスト，さらには点検や復旧のた

めに供用を一時停止することによる経済的被害が

過大にならないように構造物を設計することであ

り，基本的に修復性すなわち経済性の照査を求めら

れているものと考えることができる．そこで，レベ

ル１に対する要求性能として，「地震時および地震

後に，構造物の機能が，経済的に維持できる」と定

義することとする．このような性能は，ISO2394４）

の分類上は，使用性の一部と考えられる． 
ここでは簡単のため，構造物の設計を，弾性限界

と許容塑性率を決めることと単純化して解説する．

弾性限界をコントロールするのは主に断面形状や
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断面積であり，場合よっては材料の選択によって調

整することもある．許容塑性率を制御するのは，主

に鋼構造，鉄筋コンクリート構造，複合構造などの

構造形式であり，場合によっては帯鉄筋量などの構

造細目によって調整することも考えられる．従来の

二段階設計法では，図-1 の太線で示されているよう

に，レベル１で弾性限界（Ｙ１）を規定し，その断

面でレベル２地震動に対する最大応答Ｄ２を求め，

これによる塑性率（Ｄ２／Ｅ１）が構造細目から決

められた許容塑性率を超えないかを照査していた． 
復元力Ｒ

変形Ｄ

Ｙ１

ＹＮ

Ｄ２ ＤＮE1 EN  
図 1.1 設計で決められる復元力－変形関係 

 
ここで，図 1.1 の細線のように，弾性限界をＹＮ

に引き下げることを考える．弾性限界を引き下げれ

ば小さな断面で済むので，剛性は小さくなり，弾性

限界に対応する変形ＥＮもＥ１より大きくなる．こ

の断面のレベル２地震動に対する最大応答はエネ

ルギー一定則にほぼ従うと考えればＤ２よりかなり

大きくなりＤＮとなる．しかし，許容塑性率が十分

大きくとれる構造形式を採用すれば，このときの塑

性率（ＤＮ／ＥＮ）を許容塑性率より小さくするこ

とが可能である．さらに変位一定則として良く知ら

れているように，建設地点の地震動特性によっては，

ＤＮとＤ２はほぼ同じである場合も考えられる．こ

の場合は特に構造形式を変更しなくても，断面を小

さくすることによって何ら安全性を損なうことは

無いどころか，反対に塑性率に余裕が生じることに

なる．なぜこのような観点からの設計が行われてこ

なかったのか？ それは歴史的に経験則から決め

られたレベル１による断面設計が前提にあったの

で，それで決められた断面で許容塑性率を超えれば，

断面を大きくする，すなわち強度と剛性を大きくす

ることによってこれクリアするという方法しか採

りようがなかったからであろう． 
つまり，現在の設計体系ではこのような柔構造の

設計を行うことはできない．なぜなら弾性限界Ｙ１

がレベル１の規定で厳格に決められているからで，

これを下回る設計は規定上できないからである．こ

のように弾性限界を引き下げた設計をすることに

よって，建設コストを圧縮することができるが，こ

れによって発生する問題は何か？ それは比較的

小さな地震動に対しても弾性限界を簡単に超えて，

損傷が発生する可能性があることである．弾性限界

を超えて損傷が発生すると，何が困るか？ それは

損傷を補修する必要が生じるので補修するための

コストが発生することと，補修のために供用を一次

停止すると周辺社会に間接被害与えることである．

このような概念を表したのが図 1.2 である．図の縦

軸はコスト（金額），横軸は弾性限界の大きさであ

る．したがって，建設コスト（初期コスト）に加え

て供用期間中に耐力を維持するためのメインテナ

ンスコスト，供用期間中に発生するであろう地震被

害に対する復旧コスト（復旧期間中の供用停止によ

る収入減を含む）と，供用停止が社会に与える経済

的波及効果（間接被害）の総額（ライフサイクルコ

スト）が大きくならないなら，断面を小さくして弾

性範囲を引き下げることが可能であると考えられ

る．理想的にはライフサイクルコストが最小になる

ような設計をすればよい． 
ここで，一般的な費用便益分析と，ライフサイク

ルコスト最小の考え方の関係について，簡単に解説

しておく．構造物が健全に機能する場合の便益を所

与として考える場合には，ライフサイクルコストの

最小を規範として設計を考えることは便益から費

用を差し引いた純便益を最大とする方向と一致し

ている．ただし，便益や費用の中身については，構

造物の管理者の立場に応じて注意深く検討してお

く必要がある．  

弾性限界

コスト

初期コスト

復旧コスト＋間接被害 
　＋メインテナンスコスト

ライフサイクルコスト

 
図 1.2 弾性限界を経済的理由から決める条件 

 
1.3 レベル２設計と経済性照査のプロセス 

現状のレベル２設計をそのままにして，弾性限

界をどこまで下げられるのかを，あるいは弾性限界

をどこまで上げなければならないかを，経済的視点

から決めるべきというのが，レベル１ワーキングの

結論である．すなわち，要求性能としての「地震時

および地震後に，構造物の機能が，経済的に維持で

きる」を満足しているかどうかを，初期建設コスト

と，ライフサイクル全期間に対する地震時および地

震後の復旧コストと間接被害の期待値の和，すなわ

ちライフサイクルコストを最小化させるような設
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計となっているかで照査する． 
レベル２設計は従来通り実施した上で，これに加

えて経済性照査を耐震設計に組み込むには，図 1.3
に示すような，次のプロセスに従えばよい． 
１）構造形式と構造細目を仮定する．これらの条

件から許容塑性率が設計条件として与えられ

る． 
２）断面諸元を仮定する．これによって弾性限界

や剛性が決められる． 
３）レベル２地震動に対する応答を計算する 
４）最大応答塑性率が許容塑性率以下であるかを

調べ，もし満たさないなら２）に戻って断面諸

元を変更して再び照査する．レベル２条件を満

たす断面諸元のうちで，最も断面の小さなもの

を見つけだす． 
５）経済性照査のために，ライフサイクルコスト

を計算する. 
６）１）に戻って別の構造形式，構造細目を仮定

して，２）～５）のプロセスを繰り返す． 
７）仮定した構造形式・構造細目の中から最もラ

イフサイクルコストが小さなものを選択する． 
ライフサイクルコストを計算するには，以下の２

つの方法が考えられる． 
a) 入力地震動をハザード曲線で表現し，構造物

が各々の被害ランクになる確率をフラジリティ曲

線を用いて求め，それぞれの被害ランクに応じた復

旧コストと間接被害を算定する方法 

構造形式と構造細目を仮定

断面諸元を仮定

レベル２地震動に対する
応答を計算

最大応答塑性率
　＜許容塑性率？

ライフサイクルコストを計算

ライフサイクルコスト
最小？

設計終了

Start

レベル２地震動

ハザード曲線
又は生起確率
付き地震動群

Yes

No

No

Yes

 
図 1.3 レベル２設計と経済性照査による 

耐震設計のプロセス 
 

b) 入力地震動を，生起確率付きの多数の地震動

波形で表現し，これに対してモンテカルロ法に基づ

いて多数の地震応答解析を実施して各々の被害ラ

ンクの被害確率を求め，それぞれの被害ランクに応

じた復旧コストと間接被害を算定する方法 
以上のプロセスにより，地震活動度と構造物の重

要度（社会への影響度）に応じて，レベル２設計に

関する性能を維持した上で，最も経済的な構造形式，

構造細目や断面諸元を設計できる． 
 
1.4 経済性照査による耐震設計のメリット 

新しいレベル１設計法として，1.3 で述べたよう

な経済性照査を取り入れることは，様々なメリット

がある．まず，レベル１地震動の大きさを決める根

拠が明確ではないことを 1.2 で述べたが，提案され

た方法によれば，入力地震動は年生起確率による分

布で与えられるので，そもそもレベル１地震動の大

きさを決める必要がなくなる．レベル１設計の目的

は，その地点における地震活動度や地盤応答特性，

初期建設コストに加えて地震被害復旧のためのコ

ストや被害が社会に与えるインパクトを表す間接

被害を考慮した上で，最も経済的な設計を行うこと

と明確に定義される． 
さらにレベル２設計法に対しても，その目的を明

確にする．すなわち，従来の設計基準の中に，レベ

ル２に対する性能として，「短期間に機能を回復で

きること」を引き当てている場合がある．しかしな

がら，これは経済的な側面から要求されていること

が考えられる．このような性能は，ここで提案され

た新しい経済性評価の中に自然に含まれるもので

ある．従って，「安全性照査」は，「重大な人的被害

が発生しないこと」あるいは「緊急活動に必要な最

小限の機能を確保する」など，経済性に関わらない

性能だけを対象にすれば良い．すなわち，レベル２

設計法の意味付けが，人的被害など経済的に評価で

きない安全性だけとなり，非常に明確となる．構造

物全体の崩壊が生じても人的被害等を与える恐れ

のない構造物に対しては，新しいレベル１設計法と

しての経済性照査だけを実施すれば十分である．な

お，非常に希な地震動に対する被害を限定的なもの

にする目的が，「緊急救命活動のために最小限の機

能を維持する」のであれば，これは安全性照査の範

疇となり，レベル２設計の受け持ちとなる． 
人工稠密地域の施設など利用度が高い構造物で，

かつその地域が地震活動度が高いところに位置す

る場合には，供用の一時停止による間接被害が膨大

なものになるので，建設コストが上昇しても大きな

断面を持たせて弾性限界を高くするのが合理的で

あり，経済性照査による設計法を導入することで自

然にそのような設計となる．逆に人工密度が低い地

域の施設など利用頻度が低い構造物で，かつその地

域が地震活動度が低いところに位置する場合には，

断面を小さくして弾性限界を低くするかわりに，許
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容塑性率が大きい粘り強い構造（高じん性構造）に

して，レベル２設計条件をクリアする設計を行うこ

とができるようになる．地盤条件によっては，単に

断面を小さくすることだけで特にじん性を強化し

なくても済む場合もあろう．このような設計が可能

になれば，一部の地域では建設コストが上昇するか

も知れないが，日本全体では大幅な建設コストの低

減が実現されよう．ただし，断面を小さくしても十

分なじん性を持つことが条件だから，できるだけ安

い建設コストで十分なじん性を持つ新しい構造形

式などの技術開発が必要である．また，建設コスト

が上昇する場合でも，これは将来の地震被害を考え

合わせた上での合理的な建設コストであるから，結

局はコストダウンとなっているはずである． 
なお，提案された経済性照査による設計法は，従

来の二段階設計法の基本的な考え方とは大きく異

なることに注意が必要である．また，従来の限界状

態設計法の枠組みにも入らないことに注意が必要

である．限界状態設計法は構造物の応答を，物理的

に表現された「ある状態」以内に設計する設計法で

あるが，ライフサイクルコスト最小という条件は，

構造物の応答を物理的な「ある状態」以内にすると

いう制約を与えるものではないからである． 
提案された設計法の作業量は，従来に比べて大

幅に増加する．このような煩雑な設計に対して得よ

うとするものは，柔構造や新しい構造形式による合

理的な断面の縮小，すなわちコストダウンである．

施工コストが十分下がれば，増加した設計コストは

十分吸収できる．資源の節約ができ環境問題にも貢

献できる．あるいは従来の設計よりも初期コストは

増加するかもしれないが，長期的な観点からの合理

的な経済性と安全性の確保である．つまりは新技術

開発へのモティベーションの推進である． 
ただし，高じん性構造を用いない場合には特殊な

ケースを除いて，提案された設計法によっても従来

の設計法による設計と全く同じ結果が得られると

考えられる．それは，従来の設計法ではレベル２で

断面が決まっている場合がほとんどであり，それ以

上の断面余裕を与えた方が経済的であるのは極め

て限られたケースと考えられるからである．また，

提案された設計法に移行したとしても，安全性に関

して既存不適格は生じない．このように提案された

設計法は，従来の設計体系からスムーズに移行でき

る性質を備えている． 
提案された方法が実際に行われるには性能設計

の普及が前提であり，また，様々な問題点に関する

研究が推進されなければならない．さらには設計施

工一体で提案し，これをコンペ形式で選択する方式

を採用することが必要である． 
 
1.5  経済性照査ワーキングの目的 

以上のように「レベル１ワーキング」によって，

レベル１に対する性能の定義として，「地震時およ

び地震後に構造物の機能が経済的に維持できる」と

し，レベル２設計を制約条件としてライフサイクル

コスト最小問題を解くことにより，構造物の形式つ

まりは許容塑性率と，弾性限界つまりは構造物の断

面とを規定する，新しいレベル１設計法の考え方が

提案された．提案された設計法は「経済性照査」と

呼び，従来のレベル２設計法は，「安全性照査」と

呼ぶのが適当である． 
経済性照査のプロセスには，建設地点における生

起確率も含めた入力地震動の推定，間接被害を見積

もるための便益の評価，建設コスト，復旧コスト，

メインテナンスコストの概算など，従来の設計作業

では行われなかった内容を含んでいる．さらに，建

設コストは選択した構造形式や工法によって大き

く異なることが考えられるため，設計と施工計画が

同時に行われなければならない．つまり，様々な設

計技術者や施工技術者がチームを組んで初めて一

連の設計ができる．これらの専門の違う技術者間で

連携を保つためには，それぞれの間でどのような情

報がどのようなフォーマットでやりとりするかを

表す「プロトコル」を明確にしておく必要がある． 
「経済性照査」による耐震設計を実際に導入して

いくためには，まず実務を念頭に置いた設計を試行

を実施することになった．そこで，平成１６年度に

土木学会地震工学委員会耐震基準小委員会の中に，

「経済性照査ワーキング（主査：澤田純男）」が設

立された．さらに作業を分担する目的で，入力Ｇ，

損傷Ｇ，コストＧの３つ作業グループが作られた．

入力Ｇは確率的な情報を含む設計地震動の策定，損

傷Ｇは設計地震動や材料パラメータのばらつきを

考慮した損傷確率の評価，コストＧは損傷確率に従

った復旧コストや間接被害などを算定する．本報告

書では，入力Ｇが２章，損傷Ｇが３章，コストＧが

４章を担当している．表 1-1 にワーキングの委員構

成を示す（五十音順）． 
 

1.6  経済性照査ワーキングの成果の概要 
経済性照査ワーキングで最も問題になったのは，

たとえば道路網を考えたときの，路線の便益と，橋

脚などの構成要素の便益をどのように考えるか，で

あった．また，これは，路線計画を行う計画者と，

耐震設計を実施する設計者との情報のやりとりを

どのように行うべきか，というプロトコルの問題で

もある．ワーキングで議論を重ねた結果，次のプロ

セスで計画・設計を進めていくことが提案された． 
１）計画・設計地震動，地盤条件などの，計画・設

計のための与条件を評価する． 
２）設計者から計画者に，いくつかの耐震性能（経

済性）のオプションと，それに対するコストの
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概算を示す． 
３）計画者が，それぞれの路線に対して必要な耐震

性能を，ライフサイクルコスト最小化の考え方

に基づいて，示されたオプションから選ぶ．こ

の結果と，それぞれの路線についての便益の概

算を設計者に与える． 
４）設計者は，計画者から指定されたオプションに

対して，最大級の地震動に対する安全性を確保

すると共に，さらにライフサイクルコスト最小

化するように，各路線の便益の概算に基づいて，

個々の構成要素である構造物を設計する． 
このようなプロセスを実施するために，各グルー

プでは以下の検討を行った． 
まず入力Ｇでは，３）で路線計画を実施するため

の広域の地震動分布と，４）で構造物を設計するた

めの建設地点における安全性評価のための地震動

と経済性照査のための生起確率付き地震動群を，整

合性を維持した状態で評価する必要がある．そこで，

対象地点周辺の主要な想定地震による地震動評価

と，確率論的地震ハザード解析の結果を組み合わせ

て設定する方法を示した．本報告書の第２章に詳細

を示している． 
次に損傷Ｇでは，２）で計画者に複数の耐震性能

オプションを示すために，平成８年道路橋示方書に

完全準拠した場合と，平成８年道路橋示方書のレベ

ル１地震動に対する設計を省いた場合の２つを検

討した．これらは安全性に関しては同じ性能を持っ

ているが，損傷の発生の仕方が異なり，経済性では

異なる性能を持つ．これら２つの橋脚に対して，地

盤－基礎－構造物系のモデル化と，これに基づいて

フラジリティ曲線を評価する方法を示した．本報告

書の第３章に詳細を示している． 
最後にコストＧでは，高レベルと低レベルの２つ

の耐震性能を持つ橋脚を対象とし，これらの初期コ

ストの差を「耐震化費用」と考え，神戸市の道路ネ

ットワークを用いた試算を実施して，期待ライフサ

イクルコストを最小にする方法論を提案している．

詳細は本報告書の第４章に示している． 
 
 

参考文献 1) http://www.jsce.or.jp/committee/earth/index.html 

2) http://www.jsce.or.jp/committee/eec2/taishin/guidline.html (2001) 

3)日本規格協会“構造物の信頼性に関する一般原則”(1998). 

4) http://www.mlit.go.jp/kisha/kisha02/13/131021_.html (2002) 

 

表 1-1 経済性照査ワーキングの構成 

氏名 所属 役割分担 

秋山充良 東北大学工学研究科 損傷Ｇ 

朝倉康夫 神戸大学 コストＧ 
足立幸郎 阪神高速道路公団 損傷Ｇ，コストＧ 
安中 正 東電設計 入力Ｇ主査 

石川 裕 清水建設 入力Ｇ，コストＧ 
上田孝行 東京工業大学 コストＧ 
江尻譲嗣 大林組 入力Ｇ，損傷Ｇ 
香川敬生 地域地盤環境研究所 入力Ｇ 
酒井久和 防災科学技術研究所 損傷Ｇ 
佐藤尚次 中央大学 損傷Ｇ，コストＧ 
澤田純男 京都大学防災研究所 コストＧ主査 
鈴木 誠 清水建設 損傷Ｇ 

多々納裕一 京都大学防災研究所 コストＧ 
長江剛志 神戸大学自然科学研究科 コストＧ 
長尾 毅 港湾空港研究所 損傷Ｇ 
中村 晋 日本大学 損傷Ｇ主査 
中山 学 奥村組 コストＧ 

西岡勉 阪神高速道路公団 入力Ｇ，損傷Ｇ 
西村昭彦 JR 総研エンジニアリング 損傷Ｇ，コストＧ 
能島暢呂 岐阜大学 コストＧ 

細田暁 横浜市立大学 コストＧ 

前川宏一 東京大学 損傷Ｇ 
室野剛隆 鉄道総研 損傷Ｇ 
矢部正明 長大 損傷Ｇ，コストＧ
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2. 入力地震動の評価法 

 
経済性照査を行うために阪神高速道路神戸線に沿

った3地点を対象として安全性照査用地震動（レベ

ル2地震動）と経済性照査用地震動（生起確率付地

震動群）を設定した．また，被害パターンが異なる

複数の地震シナリオを設定し，3地点を含む検討対

象領域のネットワーク計画用地震動分布を推定した．  
 
 
2.1 地震動の設定方法 
 

経済性照査では，レベル2地震動に対する設計条

件を満足した上で経済的に最適（ライフサイクルコ

スト最小）となる構造を設定することが目標となる．

そのために，検討用入力地震動として，対象地点で

のレベル2地震動とライフサイクルコストを評価す

るための地震動群が必要となる．また，道路ネット

ワークとしての間接被害をより正確に評価するため

に，周辺領域の地震動分布が必要となる． 

 

(1) 対象地点と対象領域 
阪神高速道路神戸線に沿った検討対象 3 地点およ

び 3 地点を含む検討対象領域を図 2.1 に示す．サイ

ト 1（34.6438°N, 135.1371°E）はやや硬質な地盤の

地点，サイト 2（34.6822°N, 135.1985°E）は軟弱な

地盤の地点，サイト 3（34.7181°N, 135.2955°E）は

やや軟弱な地盤の地点である． 

図2.1 対象地点と対象領域 
 
(2) レベル2地震動の設定方法 
 レベル2地震動は，現在から将来にわたって当該

地点で考えられる最大級の強さをもつ地震動であり，

原則として対象となる地震（レベル2対象地震）を

選定した上で，そのような地震が発生した場合の地

震動として設定すると規定されている1)． 
 対象地点の近傍では，1995年に兵庫県南部地震

（気象庁マグニチュード7.3）が発生しており，対

象地点で最大級の強さの地震動が生じたと考えられ

ることから，1995年兵庫県南部地震による対象地点

工学的基盤での地震動をレベル2地震動とした．そ

の後，地震調査研究推進本部では，2.2に示すよう

に，六甲山地南縁－淡路島東岸区間でマグニチュー

ド7.9程度の地震が発生する可能性を考慮している．

本検討では，その評価を確率的評価の中では考慮し

たが，レベル2地震動の修正は行わなかった．地震

動の具体的評価は2.3に示す． 
 
(3) 生起確率付地震動群の設定方法 
 ライフサイクルコストを評価するための地震動群

は，対象地点周辺の主要な想定地震による地震動の

評価結果と確率論的地震ハザード解析の結果を組み

合わせて設定した2)．評価結果は，それぞれが年発

生頻度を持つ地震動の集合（生起確率付地震動群）

として表現される．確率論的地震ハザード解析は，

最大加速度と修正SI値（SI’）の2つを指標として実

施し，それぞれに対応する生起確率付地震動群を設

定した．修正SI値は，減衰20％の速度応答スペクト

ルの周期0.2～1.2秒の積分として定義されている3)． 
生起確率付地震動群の設定手順は次の通りである． 

① 対象地点周辺の主要な想定地震の断層面形状，

マグニチュード，平均活動間隔の設定（2.2） 
② 主要な想定地震が発生した場合の対象地点工学

的基盤での地震動群の評価（2.3） 
③ ②の評価結果に基づく各対象地点工学基盤にお

ける最大加速度および修正SI値の推定式の設定

（2.4） 
④ ①と③を組み合わせた各対象地点工学基盤にお

ける最大加速度および修正SI値のハザード曲線

の評価（2.4） 
⑤ 最大加速度および修正SI値の区間別年発生頻度

（ iλ ）及び各区間における想定地震別の貢献度

の評価（2.4） 
⑥ 最大加速度および修正SI値の区間毎に，⑤の貢

献度に基づき②の波形から検討に用いる波形を

20波あるいは100波選定（2.4） 
⑦ 選定した波形の最大加速度および修正SI値を区

間の中央値に振幅調整し，各波形の年発生頻度

を 20iλ あるいは 100iλ とすることにより生起

確率付地震動群を設定（2.4） 
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各項目の最後の括弧内の数字はそれぞれの項目の

検討例を詳細に示す節である．区間の設定や各区間

で選定する地震波の数には任意性があるが，上記の

手順により生起確率付地震動群を設定することが可

能である．地震波の数は20波の場合と100波の場合

を設定した．なお，今回の検討では，扱いを簡単に

するために，時間依存性を考慮したハザードの評価

は行わず，地震発生をポアソン過程として評価した．  
 
(4) 対象領域の地震動分布の設定方法 

 生起確率付地震動群の設定手順の⑤のサイト２に

おける修正SI値（SI’）に対する結果から，貢献度

を考慮して，被害パターンが異なる地震シナリオを

区間毎に選定した．サイト２は3点の平均的な結果

を与える地点として用いた．また，選定にあたって

は考慮した各想定地震が少なくとも１回は選ばれる

ように配慮した．  
 対象領域（図2.1の枠内）は，国土数値情報の第3
次地域区画（約1km格子）により，東西26×南北30
＝780メッシュに区分し，各メッシュ中央位置での

地震動（工学的基盤の修正SI値）を経験式により推

定した．経験式による推定手順は次の通りである． 
①  区間に対して選定した地震シナリオ（想定地

震）の断層モデルから経験式によりサイト２に

おけるSI’を算定． 
② 区間のSI’の中央値と①の計算値の比を算定． 
③地震シナリオ（想定地震）の断層モデルから経験

式により780メッシュのSI’を計算し，それに②

の比を掛けて評価値を算定． 
上記の計算は，経験式の中央値からの偏りが完全相

関であると仮定していることに相当している． 
各地震シナリオの発生頻度は，選定した地震シナ

リオがそのSI’の区間を代表していると仮定して，

区間の年発生頻度とした． 
 
 
2.2 全国を概観した地震動予測地図における

対象地点周辺のモデル化 

 
政府の地震調査研究推進本部・地震調査委員会は，

平成17年3月に全国を概観した地震動予測地図を公

表した4),．また，その数値データは防災科学技術研

究所のウエブサイト「地震ハザードステーションJ-
SHIS」より公開されている5)．地震動予測地図の作

成に用いられた評価モデルは，組織的に行われてき

た地震の長期評価と強震動評価に基づき構築された

ものであり，わが国における現時点での標準的な確

率論的地震ハザードモデルと考えられる． 

本節では，特に近畿地方を対象として，確率論的

地震動予測地図で用いられた地震活動モデルの概要

（以下，「推本の手法」と呼ぶ）について述べる．

なお，今回の検討で用いた地震活動のモデルは推本

の手法を踏襲しているが，背景的地震（震源を予め

特定しにくい地震）のモデルは推本の手法と異なる．

その詳細については2.4で述べる． 
 

(1) 地震の分類 

推本の手法では，日本列島周辺で発生する地震を

「主要 98 断層帯に発生する固有地震」、「海溝型

地震」、「その他の地震（長期評価の対象となって

いない地震）」に分類しているが、近畿地方周辺で

発生する地震としては次の５つに分類できる． 
・主要 98 断層帯に発生する固有地震 
・南海トラフ沿いの M8 クラスの海溝型地震 
・主要 98 断層帯以外の活断層に発生する地震 
・フィリピン海プレート内で発生する震源断層を

予め特定しにくい地震 
・陸域で発生する地震のうち活断層が特定されて

いない場所で発生する地震 
 

(2) 地震活動モデルの概要 

a)  主要 98 断層帯に発生する固有地震 
地震調査研究推進本部では基盤的調査観測の対象

となる 98 の主要断層帯を抽出し，種々の調査に基

づく長期評価結果を地震発生確率を含めて公表して

いる 2.2.1)．  
長期評価が公表されている主要 98 断層帯につい

ては，その結果に基づいて断層面の諸元（位置，長

さ，幅，傾斜角），地震のマグニチュード，地震発

生確率をモデル化している．地震発生確率に関して，

長期評価では幅をもって値が示されているものがあ

るが，平均活動間隔や最新活動時期の幅の中央値を

用いて算定した地震発生確率を基本として用いてい

る．ただし，過去 200 年間の地震と対照させた場合

に平均的な確率では地震数を過小評価する問題点が

指摘されており 6)，幅の中の最大の確率を用いた場

合の結果も併せて示されている． 
神戸周辺の活断層を図 2.2、表 2.1 に示す．この

うち，神戸市域に最も影響を及ぼす六甲・淡路島断

層帯は主部六甲山地南縁－淡路島東岸区間，主部淡

路島西岸区間，先山断層帯の 3 区間に分けて評価さ

れている．1995 年兵庫県南部地震はこのうちの主

部淡路島西岸区間の固有規模の活動として評価され

ている．神戸側は断層全体が活動する固有規模より

ひとまわり小さい活動と考えられており，主部六甲

山地南縁－淡路島東岸区間の固有規模の地震として
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の最新活動は 16 世紀と推定されている．  
 

 
図 2.2 神戸周辺の主要 98 断層帯 

 
表 2.1 神戸周辺の主要 98 断層帯 

No. 活断層名 M 30 年確率 

6501 琵琶湖西岸断層帯 7.8 程度  0.09～9% 

7303 花折断層帯中南部 7.3 程度 ほぼ 0～0.6%

7501 奈良盆地東縁断層帯 7.4 程度 ほぼ 0～5% 

7601 有馬－高槻断層帯 7.5±0.5 ほぼ 0～0.02%

7701 生駒断層帯 7.0-7.5 ほぼ 0～0.1%

7901 
六甲・淡路島断層帯主部六

甲山地南縁-淡路島東岸区間 
7.9 程度 ほぼ 0～0.9%

7902 
六甲・淡路島断層帯主部 

淡路島西岸区間 
7.1 程度 ほぼ 0% 

7903 先山断層帯 6.6 程度 ほぼ 0% 

8001 上町断層帯 7.5 程度 2～3% 

8101 
中央構造線断層帯金剛山地

東縁－和泉山脈南縁 
8.0 程度 ほぼ 0～5% 

8102 
中央構造線断層帯紀淡海峡

－鳴門海峡 
7.7 程度 0.005～1% 

8202 山崎断層帯主部北西部 7.7 程度 0.08～1% 

8203 山崎断層帯主部南東部 7.3 程度 0.03～5% 

8204 草谷断層 6.7 程度 ほぼ 0% 

9801 大阪湾断層帯 7.5 程度 0.004%以下 
 
b) 南海トラフ沿いの M8 クラスの海溝型地震 
南海トラフ沿いで発生する M8 クラスの海溝型地

震に関して，南海地震と東南海地震については地震

調査委員会より長期評価が公表されており 7)，それ

に基づいてモデル化されている．加えて，近い将来

に発生が懸念されている想定東海地震と合わせて，

３つの地震の連動を考慮したモデル化がなされてい

る．具体的には３つの地震は独立な更新過程に従っ

て発生するが，対象期間に複数の地震がともに発生

する場合に，連動を含めて考えられるパターンが等

確率で生起するというモデルである． 

表 2.2 にはこのうち近畿地方に影響が大きい南海

地震と東南海地震の地震発生確率を，また図 2.3 に

は両地震の震源域を示す． 
 

表 2.2 南海地震・東南海地震の発生確率 

 M 30 年確率 50 年確率 

南海地震 8.4 前後  50%程度 80%程度 

東南海地震 8.1 前後 60%程度 90%程度 

*  長期評価に基づく 2005 年 1 月よりの発生確率． 

 

 

 
 

図 2.3 南海地震・東南海地震の震源域 

 
c)  主要 98 断層帯以外の活断層に発生する地震 
主要 98 断層帯以外の活断層については，松田他

の起震断層 8)の基準に当てはまる活断層のうち、主

要 98 断層帯以外のものをモデル化している．基本

的に長さが 20km 程度以下，地震のマグニチュード

としては 7 程度以下の活断層が多い．神戸周辺に位

置するものを表 2.3に示す． 
 

表 2.3 神戸周辺の主要 98 断層帯以外の活断層 

 
活断層名 M 30 年確率 

高塚山断層 6.6  0.79% 

志筑断層帯 6.5 0.38% 

飯山寺断層帯 6.7 0.13% 

 
d)  フィリピン海プレート内で発生する震源断層

を予め特定しにくい地震 
震源断層を予め特定しにくい地震の地震発生頻度

に関しては，予め設定された地域区分内で頻度が一

様とする方法と，過去の地震の震央位置を反映した

形で微小領域ごとに頻度を定める方法（smoothed 
seismicity）により算定された頻度の平均値を用い

る．フィリピン海プレート内で発生する地震の地域

区分は，近畿～四国にかけては単一の領域となって

いる．また，smoothed seismicity の方法では 0.1°メ

ッシュごとに相関距離（空間的な標準偏差）が

南海地震 

東南海地震
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25kmの正規分布で頻度が平滑化されている． 
地震発生頻度を定めるための地震カタログは，中

地震（1885 年～1925 年の M6.0 以上と 1926 年以降

の M5.0 以上のデータ）と小地震（1983 年以降の

M4.0 以上のデータ）を用い，それぞれから求めた

頻度を平均している（地域区分の有無と２種類の地

震カタログを組み合わせた４ケースの平均）．地震

発生時系列は定常ポアソン過程としている． 
地震のマグニチュードの確率分布は b=0.9 の b 値

モデルに基づいて設定している．最小マグニチュー

ドは 5.0，最大マグニチュードは過去の地震の最大

の値に基づいて，地域区分ごとに定められているが，

近畿～四国にかけての地域区分での最大マグニチュ

ードは 7.4 となっている． 
地震の深さは地域区分ごとに最近の地震データの

平均の深さを設定している．また，断層面はマグニ

チュードの大きさに応じた水平の円形断層を仮定し

ている． 
 
e)  陸域で発生する地震のうち活断層が特定されて

いない場所で発生する地震 
モデル化の条件の多くは上記 d) と同じである． 
地震発生頻度に関しては，予め設定された地域区

分内で頻度が一様とする方法と，過去の地震の震央

位置を反映した形で微小領域ごとに頻度を定める方

法の平均として与えている．地域区分は新垣見マッ

プ 9)に基づく区分が用いられている． 
地震発生頻度を定めるための地震カタログは，中

地震（1885 年～1925 年の M6.0 以上と 1926 年以降

の M5.0 以上のデータ）と小地震（1983 年以降の

M3.0 以上のデータ）を用い，それぞれから求めた

頻度を平均している．地震発生時系列は定常ポアソ

ン過程としている．  
地震のマグニチュードの確率分布は b=0.9 の b 値

モデルに基づいて設定している．最小マグニチュー

ドは 5.0，最大マグニチュードは過去の地震の最大

の値に基づいて，地域区分ごとに定められているが，

神戸周辺の地域区分での最大マグニチュードは 6.8
～6.9 となっている．地震の深さは計算上は 3km の

点震源が仮定されている． 
 
 
2.3 工学的基盤位置での地震動の作成 

 
確率論的地震ハザードを評価するために，阪神高

速道路神戸線を想定した３地点の工学的基盤上にお

いて，レベル２地震動（平成７年兵庫県南部地震）

および複数の断層破壊シナリオを想定した強震動評

価を実施した．計算方法は，統計的グリーン関数法

のうち比較的長周期帯域まで信頼性があると考えら

れるもの10)を用いた． 

 
(1) レベル２地震動 

手法の確認対象およびレベル 2 地震動設定のため

に,平成７年兵庫県南部地震を対象とした検討を行

った．その際の震源モデルとして,短周期を含む広

い帯域で観測波形の説明性が検討されているものを

用いた 11)．断層および対象サイトの位置を図 2.4

に, 対象サイトの地盤構造（工学的基盤面まで）を

表 2.4に，断層破壊モデルを図 2.5および表 2.5に

示す． 

1 

2 

KPI

想定断層面 

3 

図 2.4 平成７年兵庫県南部地震断層の設定位置 

表 2.4 対象サイトにおける地盤モデル 

Vp(km/s) Vs(km/s) ρ Q0 Qf Site 1 Site 2 Site 3 KPI

1.60 0.35 1.70 35 0.5 0.000 0.000 0.000 0.000

1.80 0.55 1.80 55 0.5 0.053 0.092 0.087 0.210

2.50 1.00 2.10 100 0.5 0.503 0.599 0.542 0.722

5.40 3.20 2.70 63.8 1.0 1.261 1.101 1.236 1.689

6.00 3.50 2.80 63.8 1.0 2.000 2.000 2.000 2.000

Depth of Layer Top

Parameters Depth(km)
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表 2.5兵庫県南部地震の断層破壊パラメター 

M0(dyne･cm) Δσ(MPa) τ(s)

Asp.1 1.1×1025 16.3 0.4

Asp.2 2.3×1025 16.3 0.5

Asp.3 3.7×1025 8.6 0.6

Back 7.1×1025 2.5 0.6

Total 1.42×1026

 

 
 

図 2.6 兵庫県南部地震による KPI サイトのシミュレーション波と観測波の比較（工学的基盤） 

Akashi Channel Kobe City Area

2km VR=2.8km/s

Asp.3

Asp.2

20km

Asp.1

22km 38km
Strike: N53E, Dip: 90, Pure Rite lateral Strike Slip

☆

★

★

図 2.5 兵庫県南部地震の断層破壊モデル 
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 なお，淡路島側の断層破壊は神戸側の地震動に影

響していないことが知られているため,ここでは震

央（明石海峡部）よりも神戸側の断層のみを１枚の

鉛直断層としてモデル化している． 
以上の設定による神戸市ポートアイランド観測点

(KPI)での観測波形(GL-83m)との比較を図 2.6 に示

す．不整形地盤の影響を考慮しない手法であるが，

ポートアイランドにおいて観測波形を概ね表現でき

ている．ただし，波形では EW 成分の後続波群(盆
地生成表面波)が,スペクトルでは NS 成分および UD
成分の長周期地震動がやや過小評価となっている． 
サイト 2 のレベル 2 地震動を図 2.7 に示す．計算

された各サイトの地震動(工学的基盤)は,震度５強か

ら６強となっており，地表面で震度６以上が期待で

きるものとなっている. 
 

 

(2) 内陸活断層に起因する地震による地震動 

地震調査研究推進本部(推本)の基本設定を参照し,

周辺 7 活断層(有馬－高槻構造線,中央構造線,大阪

湾断層帯, 六甲山地南縁－淡路島東岸区間，淡路島

西岸区間，上町断層,山崎断層)を対象に，断層面積

を固定した上で，地震モーメント(立ち上がり時間

に連動),アスペリティ面積比,アスペリティ位置,破

壊開始点位置(最も深いアスペリティ下端に設定),

破壊伝播速度を乱数で生成し,各断層について，最

初に 20 通り，その後 80 通りを追加して，合計 100

通りの破壊シナリオを設定した．  

大阪湾断層帯に対するサイト 2 の応答スペクトル

（水平２成分）の重ね書きを図 2.8 に破壊シナリオ

の例を図 2.9 に示す．断層破壊シナリオによっては，

ディレクティビティ・パルスによって周期１秒付近

の応答スペクトルが大きくなっている．また，地盤

構造の影響により，周期５秒程度の成分が短周期成

分に比べて相対的に卓越している． 

 
(3) 海溝型地震による地震動 

海溝型地震については,中央防災会議(中防)の断

層面を参照して,東南海地震および南海地震にそれ

ぞれ２枚の断層面を設定し,中防のモーメント・マ

グニチュード(東南海 MW8.18，南海 MW8.55)を平均

値としてそれぞれの断層面に与えた．そして,立ち

上がり時間(地震モーメントに連動)，アスペリティ

面積比,アスペリティ位置,破壊伝播速度を乱数で与

え,それぞれについて破壊シナリオを設定した． 

破壊開始点については,両地震断層の接合部付近

に固定した．最初に，東南海と南海に４通りずつの

断層破壊を設定するとともに,それらが同時に破壊

する組み合わせ(４×４＝16 通り)を想定し,計 24

通りの断層破壊シナリオを設定した．その後、断層

破壊シナリオを追加し，最終的に東南海と南海が同

時に破壊する組み合わせを合計 100 通り設定した． 

なお,海溝型地震の計算にあたっては，表 2.4 の

地盤モデルの下 10km 以深に,Ｐ波速度 8.0km/s,Ｓ

波速度 4.5km/s,密度 3.3 の１層を追加した．減衰

は表 2.4の最下層と同じとした． 

 
(4) 背景的地震 

サイト２から 40km の範囲に MJ6.5 の地震断層を

最初に 20 通り，その後 80 通りを追加して，合計

100 通り配置し，統計的グリーン関数法によって地

震動を計算した． 

断層破壊シナリオの例を図 2.10 に示す．スケー

リング則より断層面積を 15km×15km と固定した上

で，断層位置・走行・断層上端深さを乱数で設定し

た．さらに，その断層が横ずれか縦ずれかを乱数で

決め，横ずれの場合は鉛直断層ですべり方向を純粋

な横ずれ，縦ずれの場合は純粋な逆断層とした上 

図 2.7 サイト 2のレベル 2地震動 

図 2.8 大阪湾断層帯の地震に対するサイト 2の減衰
5％加速度応答スペクトルの分布 
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図 2.9 大阪湾断層帯の地震の断層破壊シナリオの例 

図 2.10 背景的 MJ6.5 地震に対する断層破壊シナリオの例 
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で傾斜を 60 度を中心として乱数で与えた．また，

地震モーメント（立ち上がり時間に連動）・アスペ

リティ面積比・アスペリティ位置・破壊開始点位置

（最も深いアスペリティ下端に設定）・破壊伝播速

度は乱数で設定した 12)． 

 

(5) まとめ 

阪神高速道路神戸線に沿った３地点において，統

計的グリーン関数法を用いて，レベル２地震動およ

びパラメータを変動させた断層破壊シナリオによる

強震動評価を実施した． 想定した断層破壊シナリ

オは，各サイトにおいて内陸断層で 700 通り（7 断

層×100 破壊シナリオ），海溝型地震で 108 通り，

背景的地震で 100 通りの計 908 通りである．これら

の結果は 2.4 において確率論的に解析され，確率論

的地震ハザード評価に利用される． 

 

 

2.4 生起確率付地震動群の設定 
 

ライフサイクルコストを評価するための地震動群

として，2.1(3)に示した③から⑦の手順に基づき，

生起確率付地震動群を設定した．なお,ここでは生

起確率を年発生頻度で与えている. 

 

(1) 最大加速度推定式の設定 
ハザード解析で用いる最大加速度推定式を設定す

るために，2.3 で合成した想定地震による地震動の

加速度応答スペクトル（減衰 5％）を距離減衰式 13)

による応答スペクトルと比較した．最大加速度は周

期 0.02 秒における加速度応答スペクトルと同じで

ある． 
 
a) レベル 2 地震動との比較 

レベル 2 地震動との比較を図 2.11 に示す．滑ら

かな線が距離減衰式による応答スペクトルで，大き

い方が等価震源距離式によるもの，小さい方が最短

距離式によるものである．凹凸のあるものが合成し

た地震動の応答スペクトルで赤がサイト 1，緑がサ

イト 2，青がサイト 3 である．合成した地震動の応

答スペクトルが最短距離式と等価震源距離式の中間

にほぼ位置していることから，最短距離式と等価震

源距離式の平均との比を求めた．結果を図 2.12 に

示す．全体としてほぼ 1.0 の周辺に分布しており，

合成結果と距離減衰式は整合した結果を与えている． 
 以上の結果に基づき，距離減衰式として，最短距

離式と等価震源距離式の平均を用いることとした． 
 

 
b) 想定地震による地震動との比較 
六甲山地南縁－淡路島東岸区間の地震（気象庁マ

グニチュードMJ＝7.9）に対する3地点の応答スペク

トル比（合成波／距離減衰式）の平均を図2.13に，

背景的地震（MJ＝6.5）に対する同様の結果を図

2.14に示す．六甲山地南縁－淡路島東岸区間の地震

では，合成波の最大加速度は距離減衰式よりもやや

大きめであるが，背景的地震ではほぼ一致している．

地点間の違いはそれほどない． 
 検討した各想定地震に対する最大加速度比の平均

を表2.6に示す．サイト2の括弧内を除く結果は最初

に設定したシナリオに対するものであり，サイト2
の括弧内はシナリオ数を増やした場合のものである．

想定地震により最大加速度比にかなりの違いがある

ことから，この表に基づき補正倍率を想定地震毎に

変えた．これ以外の地震については，表の「内陸平

均」（活断層と背景的地震の平均）の値を用いた． 
 

 

図 2.11 加速度応答スペクトルの比較 
（1995 年兵庫県南部地震） 

図 2.12 応答スペクトル比 
（兵庫県南部地震：合成波／距離減衰式）
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表 2.6 最大加速度に対するサイト別地震活動域別

補正倍率 

活動域 サイト

１ 

サイト 2 サイト

3 

有馬－高槻 0.900 0.932(1.003) 1.022 

中央構造線 1.020 0.919(0.860) 0.902 

大阪湾断層帯 1.504 1.267(1.189) 0.936 

六甲山地南縁 1.634 1.411(1.437) 1.380 

淡路島西岸 0.897 0.707(0.705) 0.596 

上町断層帯 0.714 0.709(0.690) 0.857 

山崎断層帯 0.755 0.692(0.684) 0.622 

東南海 0.403 0.341 0.360 

南海 0.721 0.619 0.655 

東南海＋南海 0.776 0.654(0.671) 0.677 

内陸地殻内 1.042 0.985(1.066) 1.032 

（内陸平均） 1.016 0.922(0.922) 0.889 

 

(2) 修正SI値推定式の設定 
 修正SI値（SI’）に対して，加速度応答スペクト

ル（減衰5％）の距離減衰式2.4.1)と同じデータセット

を用い，距離減衰式を作成した． 
 最短距離を用いた式は次の通りである． 

1242.0))653.0exp(334.0log(010.2
003565.06581.0log

++−
+=′

MR
HMIS C                 

1488.0,2175.0 == er σσ  

ここで， M は気象庁マグニチュード， CH は断層

中心深さ， R は最短距離， rσ は地震内誤差， eσ は

地震間誤差である． 

等価震源距離を用いた式は次の通りである． 

6442.1log001848.0
003342.06325.0log

−−−
+=′

XeqXeq
HMIS C  

1443.0,2221.0 == er σσ  

ここで， eqX は等価震源距離でその他は最短距離式

の場合と同じである． 
修正SI値に対しても，最短距離式と等価震源距離

式の平均を用い，合成波と距離減衰式の修正SI値を

比較した．検討した各想定地震に対する修正SI値の

比の平均を表2.7に示す．最大加速度の場合に比べ

全般的に比が小さくなっている．これは，図2.13や
図2.14の比が0.2～1.2秒付近で小さくなっているこ

とに対応していると考えられる．最大加速度の場合

と同様，想定地震により修正SI値比にかなりの違い

があることから，この表に基づき補正倍率を想定地

震毎に変えた．これ以外の地震については，表の

「内陸平均」の値を用いた． 
 

表 2.7 修正 SI 値に対するサイト別地震活動域別補

正倍率 

活動域 サイト

１ 

サイト 2 サイト

3 

有馬－高槻 0.524 0.528(0.563) 0.563 

中央構造線 0.552 0.516(0.475) 0.480 

大阪湾断層帯 0.922 0.776(0.737) 0.522 

六甲山地南縁 0.898 0.760(0.772) 0.754 

淡路島西岸 0.568 0.455(0.470) 0.384 

上町断層帯 0.447 0.427(0.442) 0.556 

山崎断層帯 0.468 0.372(395) 0.322 

東南海 0.225 0.199 0.192 

南海 0.461 0.432 0.443 

東南海＋南海 0.489 0.448(0.436) 0.431 

内陸地殻内 0.658 0.682(0.715) 0.673 

（内陸平均） 0.608 0.546(0.554) 0.515 

 
 (3) 地震ハザード解析 
 対象地点周辺の主要な活断層のモデル（形状，マ

グニチュード範囲，平均活動間隔）は，2.2に示し

た推本のモデルを用いた．  

図 2.13 応答スペクトル比 
（合成波／距離減衰式） 

図 2.14 応答スペクトル比 
（合成波／距離減衰式） 
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上記以外の活動域は，既存のモデル14, 15)を基本的

に用いたが，対象地点周辺の背景的地震活動域の上

限マグニチュードは6.5とした．  
 最大加速度推定式および修正SI値推定式による推

定値のばらつきは対数正規分布でモデル化し，ばら

つきの大きさは，基本とした距離減衰式の値（最大

加速度の場合は常用対数で対数標準偏差0.274，修

正SI値の場合は0.264）を用いた． 
 対象地点3点の最大加速度のハザード曲線を図

2.15に，修正SI値（SI’）のハザード曲線を図2.16に
示す．これらの結果は表2.6および表2.7の括弧内以

外の補正倍率を用いた場合の結果である．なお，サ

イト2で括弧内の補正倍率を用いてもハザード曲線

はほとんど変わらない．  
 

(4) 対象地点工学的基盤での生起確率付地震動群 
地震ハザード曲線の最大加速度と修正SI値を対数

軸上で0.1の幅で区分し，区間毎に年発生頻度，活

動域別の貢献度を求めた． 
 サイト２に対して，修正SI値が20.0cm～25.1cm及

び79.4cm～100cmの範囲の活動域別貢献度の例を図

2.17に，活動域の分類を表2.8に示す．20.0cm～

25.1cmの範囲では内陸地殻内（背景的活動）の貢献

表2.8 地域番号と活動域の対応 
地域番号 活動域 

1 有馬－高槻断層帯 
2 中央構造線断層帯 
3 大阪湾断層帯 
4 六甲山地東縁－淡路島東岸 
5 淡路島西岸 
6 上町断層帯 
7 山崎断層帯 
8 南海トラフ 
9 内陸地殻内 

10 フィリピン海プレート 
11 その他断層帯 

図 2.17 区間別活動域別貢献度の例(サイト３)

図 2.16 対象地点のハザード曲線 

図 2.15 対象地点のハザード曲線 
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度が最も大きいが，79.4cm～100cmの範囲では六甲

山地東縁－淡路島東岸の貢献度が最大になっている． 
図2.17に示したような貢献度に基づき，地震動の

数を各活動域に割り振った．区間毎に20波を設定す

るとして割り振った結果の例を表2.9（サイト２）

に示す．上町断層帯および山崎断層帯については貢

献度があまり大きくないため，「その他の断層帯」

に含めた．波形の配分は選挙などで用いられている

比例ドント方式を用い，貢献度を得票数，20波を当

選者数とみなして行った． 
 波形は，2.3で合成した地震波の中から選定した．

選定は，最大加速度および修正SI値の各区間で，そ

の区間の中央値に最大加速度および修正SI値が近い

波形から順番に割り振られた数だけ選定する方法に

より行った．フィリピン海プレート沿いの地震，主

要想定地震以外の断層帯による地震については，上

町断層帯および山崎断層帯による地震の合成波形か

ら選定した．  
 設定した生起確率付地震動群は，最大加速度のハ

ザードに基づくものが，各サイトで20区間×20波／

区間＝400波であり，修正SI値のハザードに基づく

ものが，各サイトで27区間×20波／区間＝540波で

ある．そして，それぞれの波形に対して区間年発生

頻度の1/20の頻度を割り当てた．修正SI値の中央値

が70.8cmの場合のサイト２における生起確率付地震

動群を図2.18に示す．これらの波形は修正SI値は同

じであるが，最大加速度は違っている． 
 サイト2については，各区間20波の場合以外に各

区間100波の場合も設定した．波形を選ぶ手順は20
波の場合と同じである． 

参考として，合成波形に対する最大加速度と修正

SI値の関係を図2.19に示す．3つのサイトをあわせ

た水平成分1816成分に対する結果である． 
 
 
2.5 被害パターンが異なる地震シナリオによる

地震動分布の設定 
 

道路ネットワークとしての間接被害をより正確に

評価するために，2.1(4)に示した手順に基づき，対

象領域の地震動分布を設定した． 

 

(1) 地震シナリオの選定 
サイト２の修正SI値に対する表2.9の結果に基づ

き被害パターンが異なる地震シナリオを選定した． 
表2.9で特徴的なことは，修正SI値が小さい範囲

では地殻内の背景地震が支配的であり，修正SI値が

大きくなると六甲山地東縁－淡路島東岸の地震が支

配的になることである．その他の地震は，それぞれ

の地震により生じる地震動の大きさに応じた区間に

対して副次的に貢献している．例えば，大阪湾断層

帯と有馬－高槻断層帯は修正SI値が比較的大きい範

囲で貢献しており，南海トラフの地震は修正SI値が

比較的小さい範囲で貢献している． 
被害パターンを多くする観点から，各活動域のシ

ナリオを少なくとも１個は取り入れることとし，そ

の位置は出来るだけ貢献度の高い位置になるように

した．選定した各区間のシナリオを表2.10に示す． 
 表2.10で「地殻内」と「南海トラフ」は断層面の

位置と形状が違う複数のモデル（「地殻内」は20，
「南海トラフ」は3）があるので，修正SI値のそれ

ぞれの区間中央値に近い計算値を与えるモデルを用

いている．その他は断層面の位置と形状は同じであ

る．また，表2.7と比べ，修正SI値が最も小さい範

囲と最も大きい範囲では，2つの区間をまとめて地

震シナリオの数を少なくした． 
前述したように，各地震シナリオの発生頻度は，

選定した地震シナリオがその修正SI値の区間を代表

していると仮定して，区間の年発生頻度とした． 
 以上のように設定した生起確率付地震シナリオに

よる各地点の地震ハザード曲線は，全活動域から計

算した地震ハザード曲線を近似するものとなってい

る。生起確率付地震シナリオによる代表地点の地震

ハザード曲線を図2.19に，全活動域から計算した地

震ハザード曲線を図2.20に示す．サイト2は基準に

した地点，(1,1)は対象領域の南西端格子，(26,1)は
北西端格子，(1,30)は南東端格子，(26,30)は北東端

格子であり，地震シナリオによるハザード曲図 2.19 合成波形の最大加速度と修正 SI 値の関係
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表 2.9 修正 SI 値（SI’）のハザードに基づく各区間 20 波の配分（サイト 2） 
SI’ 
cm 

区間 
年発生頻度 

有馬 
高槻 

中央 
構造 

大阪 
湾 

六甲 
淡路島 
西岸 

南海 
ﾄﾗﾌ 

地殻 
内 

その他 

1.12 0.618E-01 0 0 0 0 0 0 14 6 
1.41 0.466E-01 0 0 0 0 0 0 14 6 
1.78 0.369E-01 0 0 0 0 0 0 15 5 
2.24 0.270E-01 0 0 0 0 0 1 14 5 
2.82 0.208E-01 0 0 0 0 0 1 15 4 
3.55 0.158E-01 0 0 0 0 0 2 14 4 
4.47 0.119E-01 0 0 0 0 0 3 14 3 
5.62 0.903E-02 0 0 0 0 0 3 14 3 
7.08 0.670E-02 0 0 0 0 0 4 13 3 
8.91 0.488E-02 0 0 0 0 0 4 13 3 
11.2 0.342E-02 0 0 0 0 0 4 13 3 
14.1 0.228E-02 0 0 0 0 0 3 14 3 
17.8 0.156E-02 1 0 0 0 1 2 13 3 
22.4 0.957E-03 2 1 0 0 1 1 12 3 
28.2 0.614E-03 3 1 0 0 1 1 12 2 
35.4 0.396E-03 4 1 1 1 1 0 10 2 
44.7 0.272E-03 4 1 2 4 1 0 7 1 
56.2 0.205E-03 3 1 3 9 0 0 4 0 
70.8 0.163E-03 2 0 4 12 0 0 2 0 
89.1 0.128E-03 1 0 3 15 0 0 1 0 
112 0.930E-04 0 0 3 17 0 0 0 0 
141 0.598E-04 0 0 3 17 0 0 0 0 
178 0.361E-04 0 0 2 18 0 0 0 0 
224 0.176E-04 0 0 2 18 0 0 0 0 
282 0.805E-05 0 0 1 19 0 0 0 0 
355 0.315E-05 0 0 1 19 0 0 0 0 
(447) 0.150E-05 0 0 1 19 0 0 0 0 

図 2.18 生起確率付地震動群の例（サイト２） 
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線のレベルおよび相対的な関係は全活動域から計算

した地震ハザード曲線とほぼ対応している．地震シ

ナリオの数を増やせば，対応はよりよくなる． 
 

表 2.10 地震シナリオの選定 

修正 SI 値 

cm 

区間 

年発生頻度 
地震シナリオ 

1.26 0.108E-00 地殻内 

2.00 0.639E-01 地殻内 

2.82 0.208E-01 南海トラフ 

3.55 0.158E-01 地殻内 

4.47 0.119E-01 地殻内 

5.62 0.903E-02 南海トラフ 

7.08 0.670E-02 地殻内 

8.91 0.488E-02 山崎 

11.2 0.342E-02 南海トラフ 

14.1 0.228E-02 地殻内 

17.8 0.156E-02 上町 

22.4 0.957E-03 淡路島西岸 

28.2 0.614E-03 有馬高槻 

35.4 0.396E-03 中央構造 

44.7 0.272E-03 地殻内 

56.2 0.205E-03 有馬高槻 

70.8 0.163E-03 大阪湾 

89.1 0.128E-03 六甲 

112 0.930E-04 六甲 

141 0.598E-04 大阪湾 

178 0.361E-04 六甲 

251 0.262E-04 六甲 

398 0.465E-05 六甲 

 

 
(2) 地震シナリオによる対象領域の修正SI値の分布 

 23個の地震シナリオ（断層モデル）に対して，

2.1(4)の手順に基づき，工学的基盤の修正SI値の分

布を算定した．分布の例を図2.21に示す．サイト２

の位置での修正SI値が区間の中央値に等しい． 
 
 
2.6 まとめと今後の課題 
 
本章では，構造物の期待損失(地震被害額期待値)

評価のための，レベル2地震動や生起確率付地震動

群の設定手法について提案するとともに，神戸地域

を例にとりその具体的な設定例を示した．この方法

により地震動の時空間における確率分布を考慮した

精度の高い期待損失評価に用いる合理的な生起確率

付地震動群を提供することが可能となった．また，

道路ネットワークとしての間接被害をより正確に評

価するために，被害パターンが異なる地震シナリオ

を生起確率付で選定し，周辺領域の地震動分布（修

正SI値分布）を設定した． 
 基本的な成果は上記の通りであるが，細部ではさ

らに検討すべき問題が残されている． 
 １つは，地震活動のモデル化の問題である．本検

討で用いた確率論的地震ハザード解析のモデルは地

震調査研究推進本部のモデルに準拠したが，今回の

検討で最も影響の大きな六甲・淡路島断層帯のモデ

ルについては，1995年兵庫県南部地震（マグニチュ

ード7.3）のような地震を発生させないモデルとな 
図 2.19 地震シナリオによるハザード曲線 

図 2.20 活動域モデルによるハザード曲線 
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図 2.21(1) 山崎断層帯（SI’=8.9cm） 

図 2.21(2) 南海トラフ（SI’=11.2cm） 

図 2.21(3) 地殻内（SI’=44.7cm） 

図 2.21(4) 有馬高槻断層帯（SI’=56.2cm） 

図 2.21(6) 六甲山地南縁－淡路島東岸（SI’=112cm）

図 2.21(5) 大阪湾断層帯（SI’=70.8cm） 
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っている．2.2で述べたように，1995年兵庫県南部

地震は淡路島西岸区間の固有規模の活動と評価され

ているが，固有地震の規模は7.1である．断層面の

範囲を含めて1995年兵庫県南部地震のような地震も

発生するようなモデル化は可能であり，そのような

モデルを含めてモデルの不確定性を適切に考慮した

評価を行うことが，判断材料として活用するために

は重要と考えられる． 
 また，本検討では扱いを簡単にするために，時間

依存性を考慮した地震ハザードの評価は行わず，地

震発生をポアソン過程として，発生頻度に基づき評

価した．BPT分布を用いた更新過程などを用いて，

時間依存性を考慮した地震ハザード評価を行う場合

には，発生頻度と確率が１対１に対応しなくなる．

その場合には貢献度の評価方法も変更する必要があ

ると考えられる． 
 以上のほかにより基本的な問題として，統計的グ

リーン関数法による地震動の応答スペクトルと距離

減衰式による応答スペクトルに見られる系統的な違

いをどのように考えるかという問題もある． 
 上記のような問題についてはさらに検討する必要

があると考えられる． 
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３．構造物の損傷評価 

  
 地盤-構造物系の被災の程度に応じた損傷確率の評価

手法を確立するため，まず、次の3つの課題について検

討を行った． 
1) 損傷モードを評価するための構造物系の応答解析手

法の高度化 
2) 損傷度特性に及ぼすサイト特性の影響 
3) 損傷度特性に及ぼす地震動の強度指標の影響 
ここで、1)は構造系のみならず地盤と基礎間の動的相互

作用の非線形性を考慮すること， 2)は設計上対象となる

震源に対する相対的な位置や表層地盤の特性の差異が損

傷確率に及ぼす影響を把握すること，3)は損傷確率と相

関の高い地震動の強度特性を定量的に評価することを目

的として実施した．  
 最後に，経済性指標に基づいて構造性能の異なる橋脚

-基礎構造系の選択が可能となるよう，ここで示した手法

を用いて２つの異なる橋脚-基礎系について，損傷度特性

の評価を行った．その２つの構造形式として，一つは平

成8年度の道路橋示方書に準拠した構造形式(以後，H8完

全準拠とよぶ)と，レベル1地震動に対する設計を実施せ

ず，レベル2地震動に対して設計をされた構造形式(以後，

H8部分準拠とよぶ)の２つを用いた．後者は，RC製の橋脚

-基礎系を対象として，その復元力特性が高じん性で低降

伏震度を有する構造形式の設計を行うため，橋脚の降伏

荷重などへの制約を排除したものである．基礎の設計や

損傷度特性の評価は，サイト2の地盤および地震動特性に

ついて実施した． 

 

3.1 損傷評価手法 

 

(1) 損傷確率の定義 

 構造物系の損傷確率は，次式に示すようにモンテカル

ロシミュレーションにより，応答が対象とする損傷状態

以下，つまり状態方程式が負となる際の回数    n( g ≤ 0)と

全シミュレーション回数Nの比として定義する． 

 
    
Pf =

n( g ≤ 0)
N

       (2-1) 

ここで重要な点は，対象とする構造物系の損傷の程度が

構造物系の再構築，および補修・補強の程度を表す被災

度と関連づけられなければいけないということにある．

さらに，その被災度は，構造性能のみならず，構造物の

地盤特性やその地点で想定される地震動の特性に依存し

ていることも適切に考慮されることが必要である． 
 
(2) 被災度と関連する損傷状態の定義と表現 

各部位や部材の限界状態式g=R－Sは，ある着目した地

震動強さ(PGAや修正SI値)を持つ地震波を用いた動的解

析により得られる応答値Sと別途算定した耐力値Rの比

較により求める．ここでは，橋脚や基礎について，被災

度と関連づけた損傷状態を以下のように定義する． 
 

（被災度Ａ） 

1) 橋梁システムの損傷(再構築)：残留変位の照査 
2) 橋梁システムの損傷(再構築)：せん断破壊の照査 

 

（被災度B） 

 橋脚の損傷状態 

3) 部材の補修：曲げ降伏後のせん断破壊の照査 
 (平成8年規準以前) 
4) 部材の補修：曲げ破壊の照査(平成8年規準以降) 

 基礎の損傷状態 
 5) 杭基礎全体が降伏した状態の照査 

 
3.2 構造物の応答評価モデル 

 

(1) 地盤-基礎-構造物系の基本モデル 

 検討の対象とした構造物は，一般的なRCの単柱橋脚を

有する高架形式の都市内高速道路橋である． 

 ここでは，3 つのサイトのうち，サイト２の地盤を対

象とし，図3.1に示す平成8年度の道路橋示方書に準拠

した構造形式と部分準拠した構造形式の２つの地盤—
基礎—構造物系でモデルを対象とする．サイト２は

GL-19m 以深に海成粘土が厚く堆積している埋め立て地

盤であり，その1次固有周期は1.5Hzでとなっている． 
 橋脚-基礎-地盤系の解析モデルには，図3.2に示すモ

デルを用いた．地盤との基礎の動的相互作用には，簡易

モデルであるSRモデルを用いた． 

 H8完全準拠とH8部分準拠の建設コストの比較を表3.1

に示す．ここで，建設コストは公共積算の方法に従い，

径間長 55m における 1 つの橋脚—基礎-上部構造のコス

トとして算出した． 

 

表3.1 建設コストの比較 

 

 

 

 

 

これより，H8 部分準拠の構造形式は基礎構造がH8 完全

準拠に比べ半額程度となることから，全体の建設コスト

が2割，H8完全準拠に比べ少なくなっている． 

 

(2) 橋脚のモデル化 

 H8完全準拠の橋脚は，既往の耐震設計規準を満足する

H8完全準拠 H8部分準拠

橋桁 59% 70%

橋脚 7% 10%

基礎 34% 20%

橋梁全体 4.0億円/橋 3.2億円/橋
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ように試設計された米田ら 1)の RC 橋脚と杭基礎を参考

に解析モデルを設定した．米田らのRC橋脚と杭基礎は，

II 種地盤に位置することを想定し，昭和 39 年，昭和 46
年，平成2年，および平成8年の道路橋示方書に準拠す

るように試設計されている．ここで対象とするサイト 2
の地盤の特性値(表層地盤の基本固有周期)は III種地盤に

該当する．ここでは，橋脚や杭体の再設計は行わず，単

に杭長のみを変化させている． 
 各橋脚の断面図を図3.3に示す．参考文献1)に詳述さ

れていない断面諸量(かぶり厚さ等)は，文献に明示され

る曲げおよびせん断耐力が整合するように，その諸量を

決定した．また，各橋脚の荷重－変位関係の一例を図3.4

に示す．サイト2の地盤モデルと組み合わせると，その

1次固有周期は0.70秒程度である． 

 

 

(3) 基礎と周辺地盤との動的相互作用の 

      モデル化 

 

a) 基礎構造－周辺地盤系バネのモデル化 
 ここでは，基礎構造と周辺地盤間の動的相互作用と非

線形相互作用の現状を踏まえながら，杭基礎構造と周辺

地盤間のモデル化の方法を示す．杭基礎構造と周辺地盤

間のモデルは，実務設計で採用されている地震時保有耐

力法の解析モデルをベースにしながら作成した，フーチ

ング底面位置の Sway-Rocking バネと等価減衰定数で表

している． 
 図 3.2 に示した地盤-基礎-構造モデルでは，基礎構造

と周辺地盤の非線形性をフーチング底面位置の水平力－

水平変位関係と曲げモーメント－回転角関係で表現する
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      a)H8完全準拠         b)H8レベル2準拠 
図3.1 対象構造物の基礎，橋脚 
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図3.2 橋脚－杭基礎系の 

                 動的解析モデル 

 

           a)H8完全準拠             b)H8部分準拠 
図3.3 橋脚断面図 
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必要がある．その水平力－水平変位関係と曲げモーメン

ト－回転角関係は，図3.6に示す杭基礎構造の地震時保

有水平耐力法モデルを対象にプッシュオーバー解析を行

って，フーチング底面位置におけるそれらの関係として

求めた．杭基礎の地震時保有耐力法モデルは，場所打ち

RC 杭の非線形性をひびわれ，初降伏，終局の 3 点から

なる曲げモーメント－曲率関係で与えている．杭軸直角

方向と地盤間の非線形性は，地盤の受働土圧を上限とす

る完全弾塑性型の非線形弾性バネとし，直接前面地盤と

接しない後列杭の降伏耐力は，直接前面地盤と接する前

列杭の 1/2 としている．杭先端と地盤間の非線形性は，

杭体の軸方向耐力（引張・圧縮）と地盤の極限支持力（引

張・圧縮）を比較し，引張側と圧縮側でそれぞれ異なる

値を降伏耐力とした完全弾塑性型の非線形性バネとして

いる 1) ． 
 図3.5に示した解析モデルに対してプッシュオーバー

解析を行い，フーチング底面位置の荷重－変位関係に基

づきSway-Rockingバネの骨格曲線を求めた．動的解析に

必要な履歴特性として，骨格曲線は得られた骨格曲線を

式(2-2)に示したHardin-Drnevichモデル（双曲線モデル）

で近似し，履歴法則にはメージング（Masing）則を用い，

図3.6に示す履歴曲線を作成している． 
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図3.5(1) 地震時保有耐力法に用いる杭基礎の 
解析モデル：杭基礎－周辺地盤系 
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(2)杭先端－地盤間の非線形特性 

図3.5(2) 地震時保有耐力法に用いる杭基礎の 
解析モデル：杭基礎－周辺地盤系 
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ここで， 0fKδ ：水平力－水平変位関係における初期剛

性， 0fKθ ：曲げモーメント－回転角関係における初期

剛性， 0fδ ：規準水平変位， 0fθ ：規準回転角である． 
 
b) 基礎構造－地盤系の等価減衰定数 
 フーチング底面位置のSway-Rockingバネは，その非線

形化によるエネルギー吸収効果（履歴減衰）は自動的に

考慮されるが，基礎構造－地盤間の動的相互作用による

逸散減衰効果は，等価減衰定数として与える必要がある．

本資料では，数多くの入力地震動を対象とするため，用

いる入力地震動によって基礎構造－地盤間の非線形化の

度合いも大きく異なる．地盤と基礎構造がともに非線形

化するような領域における逸散減衰に関する研究 2)は少

なく，逸散減衰効果と履歴減衰効果が単純な線形和とな

ると判断するのは危険である． 
 ここでは，地盤や基礎構造が非線形化すると履歴減衰

効果は増すが，系の固有周期が長周期側にシフトするの

で，逸散減衰効果は低下すると考え 3)，基礎構造-地盤間

の逸散減衰効果を過度に大きく見込まないようにした．

サイト2地盤は耐震設計上の地盤種別がⅢ種地盤なので

10％をSway-Rockingバネに等価減衰定数として与えた． 
 
(4) 橋脚およびSRバネ特性のモデル化の不確実性 

橋脚の耐力や応答，さらに基礎と地盤間の動的相互作

用を表す SR バネ特性やその降伏限界値のモデル化に際

して，橋脚の耐力評価式の不確実性や非線形 SR バネの

降伏限界値の不確実性は，3.1(2)項で示した状態方程式内

の確率変数 χ1～χ6のばらつきとして考慮する．さらに，

橋脚については，耐力評価，また応答評価に用いる橋脚

の復元力特性の不確実性も考慮する．それらの不確実性

は，材料強度（コンクリート圧縮強度，鉄筋降伏強度）

のばらつき 4)により考慮する．  
 非線形 SR バネ特性の不確実性は，その骨格曲線とし

て用いたHardin Drenvichモデルの2つのパラメータであ

る初期剛性と基礎降伏時の水平力(または回転角)のばら

つきとして考慮した． それらの平均値は，地盤データお

よび基礎の構成材料の平均値を用いた杭—地盤系のモ

デルに対するプッシュオーバー解析の結果に基づき同定

した値とした．また，それらのばらつきとして，初期剛

性のばらつきは，地盤物性の不確実性に起因して生じる

と仮定し，フーチング直下における地盤のせん断波速度

（150m/sと仮定）の推定誤差に基づき，変動係数が15%
の対数正規変数とした．基礎降伏時の水平力(または回転

角)のばらつきは，変動係数が50%の対数正規変数と仮定

した．また，その非線形 SR バネの初期剛性をバネ値と

した線形SRバネ1についても，前述の非線形SRバネ特

性のばらつきと同様にばらつきを考慮した． 
 また，地震応答に関する不確実性には，主に解析に用

いる部材の復元力特性のばらつき，応答解析法自体の精

度の2つがある．前者のばらつきは，部材の復元力特性

のパラメータである初期剛性，降伏強度および終局強度

の算出に用いるコンクリート強度および鉄筋強度のばら

つきとして考慮する．後者の不確定性は前者や他のモデ

ルパラメータの不確定性とトレードオフの関係にあると

考えられるが，その関係は明らかとなっていないことな

どから，不確定要因の明確で，評価可能な前者の不確定

性のみを考慮した． 
 
 (5) 動的解析モデル 

 動的解析に用いる構造物系のモデルは，20波の作用地

震動と材料強度や耐力のばらつきによる復元力特性のば

らつきを考慮した構造モデルとをランダムに組み合わせ，

1000個のデータを作成した． 

 RC橋脚の部材の履歴モデルにはTakedaモデルを使用

し，橋梁は橋脚が支持する上部工重量およびフーチング

自重に橋脚重量の 1/2 をそれぞれ付加した 2 質点でモデ

ル化した．基礎と地盤間の動的相互作用を表す非線形SR
バネは，前述のように骨格曲線としてHardin-Drenvichモ
デル，履歴則としてMasing則を用いた．  
 初期減衰はRayleigh減衰により与え，各構造要素の減

衰定数として橋脚は 2％，杭基礎－地盤間の非線形 SR
バネでは10%とした． 
 
3.3 地震作用の特性 

 

(1) 参照地震動 

サイト2に影響を及ぼす震源断層の破壊過程を考慮し

て合成した地震動を基本とし，最大加速度，修正SI値に

関する地震ハザード曲線に基づき，各サイトで生起確率

に応じた地震動群の抽出を行った．修正SI値と最大加速

度を強度指標とした地震動群について，基盤位置とにお

1
ｋδｆ０

ＦＦ

ＦＦｍａｘ

δｆ

δｆ０

 
図3.6 Sway-Rockingバネの非線形特性 
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ける個々の地震動の最大加速度と年生起確率の関係と基

礎位置におけるそれらの関係との比較を図3.7に示す．  

最大加速度が1000cm/s2から100 cm/ s2の範囲について

みると，強度指標として最大加速度を用いた地震動群の

最大加速度は，修正SI値を強度指標とした地震動群の最

大加速度の上限値に近い値となっている．一つの震源域

の影響の卓越する最大加速度が1000cm/s2以上，100 cm/ s2

以下についてみると，最大加速度を強度指標とした地震

動群の最大加速度は，修正SI値を強度指標とした地震動

群の最大加速度の平均的な値となっている． 
次に，最大加速度を強度指標とする地震動群のうち最

大加速度282cm/s2で基準化された地震動群の加速度応答

スペクトル(h=5%)と，その地震動群に付与されている年

生起確率に近い年生起確率を有する修正SI値(17.8cm)を
強度指標とした地震動群の加速度応答スペクトルとの比

較を，サイト毎に図3.8に示す．修正SI値を強度指標とし

た地震動群のスペクトル値は，周波数5Hz以上にて，最

大加速度を強度指標として地震動群に比べ大きなスペク

トル値を示すものもあるが，全体として最大加速度を強

度指標として地震動群に比べ小さな値となっている． 
  

(2) 作用地震動 

 橋脚-基礎-地盤モデルへの作用地震動（入力地震動）

には，構造物周辺地盤の非線形性を考慮した1次元地震

応答解析により得られる構造物位置の応答加速度時刻歴

を用いた．地盤の非線形地震応答解析には，手法に応じ

た推定誤差が既知5)である1次元非線形応答解析法6)を用

いる．各サイトにおける地層構造は層厚 1.0m 程度を基

本に地層分割を実施した．各層の地盤材料の非線形性と

して，沖積層の砂質土，粘性土，洪積層の砂質土，粘性

土および砂礫層は拘束圧依存性を考慮した動的変形特性

モデル 7)を用いた．  
 最大加速度，修正SI値を強度指標とした地震動群に対

する応答解析により得られた基礎位置の地震動の最大加

速度と年生起確率の関係との比較を図3.7(2)に示す．強

度指標に応じた作用地震動の最大加速度の差異について

みると，10.0m/s2以上では修正SI値を強度指標とした地

震動群に対する作用地震動の最大加速度が大きく，

        
(1) 基盤位置                              (2) 基礎位置 

図3.7 最大加速度，修正SI値に応じた正規確率付き地震動群の最大加速度と年発生確率の関係 

      
        (a)年発生確率0.174×10-2 (最大加速度:282cm/s2)        (b)年発生確率0.156×10-2 (修正SI:17.8cm)  
図3.8 サイト2における最大加速度，修正SIに応じた生起確率付き地震動群のうち同程度の年正規確率を 
         有する地震動群の加速度応答スペクトル(h=5%)の比較 
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10.0m/s2以下ではその逆の傾向が認められる． 
 
 
3.4 被災度に応じた損傷度の評価 

  
 対象橋脚の被災度に応じた損傷確率と参照地震動の最

大加速度の関係を以下に示す．ここでは，その関係を損

傷度特性と呼ぶ．その評価に際して，2 つの被災度を規

定する6つの限界状態は独立に生じると考え，相互の相

関は考慮していない．なお，非線形 SR バネの骨格曲線

の定め方から分かるように，杭基礎の降伏点以降の挙動

は，非線形 SR バネと道路橋示方書の杭基礎の解析モデ

ル(2次元ラーメン構造)では差が生じる．非線形ＳＲバネ

を用いた解析では，定めた骨格曲線を杭基礎としての降

伏点付近を精度良く追跡できるようにモデル化している

ため，それ以上の非線形域に関してはその再現性が劣る．

また，同様に，せん断破壊型の橋脚では，応答解析中に

せん断破壊に関する限界状態関数が負となっても，式(2-
曲げ降伏後のせん断破壊や曲げ破壊に関する限界状態関

数が負となるまで続け，それらが生じる確率を算定して

いる． 

最大加速度を強度指標とした損傷状態に応じた損傷度

特性を図3.9に示す．SRバネ特性には非線形SRバネを

用い，そのばらつきは考慮していない． H8完全準拠の

構造形式では，最大加速度 1G 近傍にて基礎の損傷に起

因する被災度 B の影響が現れるが，H8 部分準拠では橋

脚の降伏荷重も小さいことから，基礎への地震作用も小

さく損傷に至っていないと考えられる．最大加速度が2G
より大きくなるにつれ，両構造形式とも被災度Bの損傷

が生じており，H8部分準拠の被災確率はH8完全準拠の

2倍程度大きな値となっている．被災度Aについては，

両構造形式の損傷度特性の差異は大きい．H8部分準拠の

損傷度特性は被災度Bの特性との差異が小さく，被災度

Bの発生とともに被災度Aが生じるという特徴を有して

いる．ただし，H8部分準拠の構造形式で生じる被災度A
とは残留変形に起因する被災であり，構造形式自体の降

伏荷重が小さく，大きな変形を許容した構造であること

からやむをえないと考えられる．ただし，H8部分準拠の

橋脚は円形断面を有しており，被災度Bの評価は既往の

研究を踏まえ終局変位の2δy手前と仮定し，橋脚断面が

矩形の H8 完全準拠の構造形式と異なっている．このこ

とから，円形断面を含む橋脚について，被災度Bの評価

を合理的に行うための物理指標について見直しを行うこ

とが今後の課題と考えられる．  
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4. 道路構造物の耐震化に関わるライフサイクルコ

スト分析の方法に関する検討 
 
4.1. はじめに 
 
(1) 本章の目的 
 
我々は，1．で述べたように，「『地震時および地震

後に，構造物の機能が，経済的に維持できる』を満

足しているかどうかをライフサイクルコストを 小

化させるような設計となっているかで照査する」こ

とを「経済性照査」と呼び，従来のレベル２設計法

を，「安全性照査」と呼ぶことを提唱している．この

考え方に従って設計を実施することは，安全性に関

する制約条件のもとで期待ライフサイクル費用を

小化する以下のような数理 適化問題として表現で

きる． 

)(.min u
Uu

LCC
∈

 (4.1) 

ここで，U は安全性制約を満足する戦略集合であり，

uは設計変数（操作変数）である． )(uLCC は戦略u
の下でのライフサイクルコスト(LCC: Life Cycle 
Cost)の期待値である．戦略集合U を規定する安全性

制約の詳細に関しては，本章の範囲を超えるので述

べないが，発災後の混乱期において生じる人命の損

傷や緊急車両の通行可能性を担保するものとする． 
コスト G の目的は，問題(4.1)で与えられるような

計画問題に対して，①整合的なライフサイクル費用，

すなわち関数 の具体的な算定方法に関する考え方

を示し，②期待ライフサイクル費用を 小にする方

法論を提案し，③神戸市ネットワークを対象とした

試算を行うことにある． 
 

(2) 本章が取り扱う LCC の範囲 
 
一般に，LCC は，計画・設計・施工・維持管理・

更新・廃棄にいたる社会基盤整備プロジェクトの一

生涯にわたって発生するすべてのコスト（以下，金

銭的費用）であると定義される．これらに加えて，

本章が対象とする道路等の社会基盤施設の場合は，

地震による橋梁損壊がもたらす社会経済的損失（以

下，社会的損失）を計上する必要がある． 
地震によって社会的損失が発生する時期は，図 4.1

に示すように，大きく①発災直後の混乱期；②混乱

が収まり， 低限の生活を確保するまでの沈静期；

③発災前の状態に戻るまでの復旧期；に分けられる．

この内，①の混乱期や②の沈静期で発生する社会的

損失には，橋梁損壊に巻き込まれた資産（不動産，

生産設備など）の損失，水道・電柱・ガス管・電話

線などのライフライン施設の損失やその波及的損失，

施設損壊によって直接的・間接的に生じる事故・火

災などによる負傷・死亡，橋梁の損壊がもたらす救

急・消防車両の遅延・不達によって拡大される損失

などが含まれる．これらは，いずれも，住民の行動

パタン，道路の利用状況，地震発生時刻，天候・気

温などの複合的要因によって変化する；さらに，発

災後の災害対応や支援物資・人員の配備といった事

後的対応によって軽減・悪化し得る．そのため，予

測が困難なだけでなく，橋梁の耐震化のみで軽減で

きるものでもない． 
そこで，本章では，社会的損失として，③の復旧

期のみに着目し，損壊した橋梁を現状に復するため

の「復旧費用」と，損壊橋梁が完全に復旧するまで

に発生する「交通費用」のみを不便益として計上す

る．LCC のもう一つの構成要素である金銭的費用と

しては，橋梁を耐震化するために必要な「耐震化費

用」のみを計上する．これは，計画・設計・施工・

維持管理・更新・廃棄といったプロセスで発生する

費用は，耐震化の有無に関わらず一定であると仮定

することと等価である． 
 

(3) 本章の基本的枠組と構成 
 
本章の基本的枠組を図 4.2 に示す．問題(4.1)はネ

ットワークを対象とした大規模 適化問題として定

式化される．そのため， 適解（および優良な戦略

災害発生

交通状態

優先対象
交通

混乱期 沈静期 安定期

救急救援
交通

生活物資交通
がれき輸送

がれき輸送
復旧工事車両

平常時交通の復活

時点経

図 4.1 社会経済的損失が発生する時期 
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図 4.2 適耐震化問題の枠組 
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群）を求めるためには，図 4.2 に示すような繰り返

し計算を用いざるを得ない．図 4.2 の基本ルーチン

は大きく分けて，①ある戦略u に対するライフサイ

クル費用 )(uLCC を計算する部分と，②計算された

)}({ uLCC を用いて 適戦略 *u （あるいは優良な戦

略群 *Ω ）を求める部分とに分かれる．以下では，ま

ず，4.2 においてモデルの枠組を示し，問題(4.1)を整

数計画問題として定式化する．こうして定式化され

る問題に対しては，数理計画分野で開発されてきた

伝統的手法には限界がある．4.3 ではこうした限界を

述べると共に，本モデルの特徴を活用したアプロー

チを提案する．4.4 では，この提案アプローチの神戸

市ネットワークと対象とした適用例を示す． 後に，

4.5 においてまとめと今後の課題を述べる． 
 

4.2. モデルの枠組と定式化 
本節では，まず，(1)において，モデルの枠組と用

いるデータ構造を示す．次に，(2)においては，個々

の橋梁の耐震性能を表すフラジリティ・カーブの概

念を概説し，ある地震シナリオの下でリンクが被災

する（＝利用不能となる）確率の計算方法を示す．

続く(4)では，ネットワーク全体で見たときの被災

（＝全てのリンクについての被災の有無で構成され

るリンク被災パタン）と，各リンク被災パタンの生

起確率の計量方法を示す．(4)では，あるリンク被災

パタンの下で発生する道路利用状態および「交通費

用」を，変動需要型利用者均衡問題の解として求め

るための方法を概説する．(5)では，ある戦略の下で

のライフサイクル費用の計量方法を示す：第１に，

(4)で計量される「交通費用」に加え，被災した橋梁

の原状回復に要する「復旧費用」および耐震化に必

要な「耐震化費用」について述べる；第２に，地震

に応じて発生する“フロー”としての交通費用・復

旧費用を，耐震化投資の時点で “ストック”として

発生する耐震化費用と同じ基準に変換するための方

法を示し，LCC の計量方法を述べる．こうして準備

された概念を用いて， 後に，(6)において， 適耐

震化問題を整数計画問題として定式化する． 
 

(1) モデルの枠組とデータ構造 
 
本節では，対象とするネットワークとその上の橋

梁，リスク源としての地震シナリオについて述べる．

まず，対象とする道路ネットワークの位相構造を，

ノード集合 N ，有向リンク集合 L から構成される有

向グラフで表現する．誤解を恐れず荒っぽく表現す

れば，ノードは“交差点”に対応し，リンクは“道

路区間”に対応する1．平常時に発生する交通需要は，

その起点・終点ノードの組ごとに区別される．起終

点ペアの集合をOD で表し，OD 交通量をq で表す．

                                                  
1 道路ネットワークを有向グラフで表現する方法の詳細につい

ては，本章の範囲を超えるので省略するが，興味のある読者は 3)

などを参照されたい． 

このネットワークの位相構造を表す有向グラフ，（平

常時）交通需要q に加えて，リンクの性能（e.g. 道
路長，容量，通行料金など）をまとめて“配分ネッ

トワーク・モデル”と呼ぶ． 
次に，対象とする道路ネットワーク上に存在する

橋梁の集合を B で表す．それぞれの橋梁は，高々一

本の道路リンク上にしか含まれないものとする（i.e. 
複数のリンクにまたがる橋梁は存在しない）．道路リ

ンク l 上に存在する橋梁群を lB で表し，橋梁 b を含

むリンクを bl で表す． 
後に，対象とする道路ネットワークに影響を及

ぼすことが想定される地震事象（シナリオ）の集合

を S と表し，地震事象 s の年間生起確率を所与の定

数 1)(0 << sλ で表す．各地震事象は独立であるとす

る．ある地震シナリオ s において橋梁 b に作用する

地震外力の大きさを )(sFb で表し， )}({)( sFsF b≡ を

地震シナリオ s における地震外力分布と呼ぶ． 
上述の配分ネットワーク・モデル，橋梁集合および

地震外力分布を特定化するためのデータは，本来，

それぞれ全く異なるデータ構造を持つ．例えば，配

分ネットワーク・モデルでは交通費用や道路利用状

態をシステマティックに計量するために空間的情報

を捨象しているが，ある橋梁 b が損壊したときに利

用不可能となるリンク bl を決定するためには当該道

路リンクおよび各橋梁の地理的座標が必要である．

そこで，本章では，これらのデータを整合的に扱う

ために地理情報システム(GIS: Geographical 
Information  System)を用いる． 

図 4.3 はそのデータ構造を示す．GIS 上のデータ

は，交差点，路線，道路橋，地震強度の分布などを，

緯度と経度（あるいはメッシュコード）からなる共

通の座標空間上に表現したマップ（あるいはレイヤ

ー）である．街路マップおよび道路橋マップは，そ

れぞれ，街路リンクおよび道路橋を識別する地物 ID
と，その地物の基準座標（緯度，経度）の組によっ

て構成される．地震強度マップは，対象地域で想定

される地震シナリオごとに用意され，それぞれ，当

該地域内の第 3 次メッシュ区画（約 1km 四方）と，

その区画における地震強度の組によって構成される．

なお，4.4 の適用例では，ある地震シナリオの下で各

メッシュに生じる地震外力（SI’:当該橋梁の基盤面に

おける阪神高速道路公団修正スペクトル強度）は，

安中ら 4)の距離減衰式を用いて評価される．この GIS
上の街路マップと配分ネットワーク・モデルのリン

街路リンクID リンクID

配分ネットワーク

街路マップ

道路橋マップ

地震強度マップ

有向グラフ

街路=配分
対応表

地理情報システム

容量 料金リンクID

起点ノード 終点ノード OD需要

リンク性能

OD交通需要

 
図 4.3 データ構造 
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クとは“街路=配分対応表”によって１対１に対応

づけられている．これにより，各地震シナリオの下

で発生する交通費用の計量が可能となる． 
 

(2) フラジリティ・カーブとリンク被災確率 
 
本章では，橋梁 b が地震外力を受けたとき，その

外力 )(sFb の大きさに応じた確率で「全壊（ Fdb = ）」

もしくは「損傷なし( Sdb = )」のいずれかの状態を

確率的に取るものとする．なお，損傷の度合いは，

モデルの枠組を大きく変えることなく多段階に拡張

可能である． 
各橋梁の耐震性能は，図 4.4 のようなフラジリテ

ィ・カーブによって表現する．このカーブは，外力

を受けたが損壊(i.e. 全壊)する確率を，その外力の増

加関数として表したものである．そして，耐震化に

よる橋梁の耐震性能の向上は，このフラジリティ・

カーブの右側へのシフト（i.e. 同じ外力を受けたと

きの損壊確率の減少）として表現される． 
一般に，フラジリティ・カーブは各橋梁の特性（構

造形式，経年状況，利用状況など）や耐震化の度合

に応じて無数に存在する．しかし，本章では，限ら

れたデータの下で，分析方法を判り易くする目的か

ら，以下の２つの仮定をおく：第１に，耐震性能と

して「低レベル（ Lub = ）」と「高レベル( Hub = )」
の２つのみを想定する．第２に，現状（＝耐震化を

行わない）における全ての橋梁は等しく「低レベル」

の耐震性能を有し，耐震化された橋梁は全て「高レ

ベル」の耐震性能を有するものとする．以下では，

耐震性能 bu をもつ橋梁 b が地震事象 s の下で損壊す

る確率を ),( bb usψ で表す． 
本章では，低レベルの耐震性能を震度法で設計さ

れた RC 橋脚相当とし，高レベルの耐震性能を地震

時保有水平耐力法で設計された RC 橋脚相当と仮定

する．そして，加賀山ら 5)`の研究を参考にこれらの

フラジリティ・カーブを決定する． 
 

(3) 耐震化戦略とリンク被災パタン 
 
本章では，耐震化戦略を，各橋梁について「耐震

化する（高レベルの耐震性能を付与する； Hub = ）」

あるいは「耐震化しない（低レベルの耐震性能を付

与する； Lub = ）」のいずれかを選んだ組み合わせの

一つとして定義し，ベクトル { }bu≡u で表す．耐震化

戦略の集合をU で表す． 
各リンクは，それに含まれる橋梁の全てが損壊し

ていないときにのみ利用可能であるとし，そうでな

ければ発災後利用できなくなるものと仮定する．リ

ンク l の被災状態を lv （被災して利用できないとき

1=lv ，そうでなければ 0=lv ）で表す．リンクの被

災パタンをベクトル { }lv≡v で表し，その集合をV で

表す．耐震化戦略 u の下で地震事象 s が生起したと

き，集合V 内のいずれかのリンク被災パタンが確率

的に生起する．このときのリンク被災パタン v の生

起確率を ),|( uv sp で表す．この生起確率は(2)で述べ

たフラジリティ・カーブ{ }),( bb usψ から計算される． 
 

(4) 被災ネットワークにおける交通費用 
 
一部のリンクが被災したネットワークでは，平常

時と異なる交通利用パタンが生じ，結果，利用者は

平常時よりも高い不便益を被る．この不便益の増加

分を，以降では，（被災ネットワークで発生する）交

通費用と呼ぶ． 
本章では，この交通費用が以下の 3 つの要素から

構成されると仮定する： 
① 旅行費用：交通集中によって交通利用者が被

る総走行時間（各車両の走行時間の和）の増

加． 
② トリップ不可能費用：経路が途絶したことで

トリップできない利用者が被る不便益． 
③ トリップ中止費用：極度の混雑によってトリ

ップを諦めざるを得なくなった利用者が被

る不便益． 
これら 3 つの要素をシステマティックに評価する

方法として，本章では，変動需要型利用者均衡配分

モデルを用いる．このモデルは，各利用者の合理交

通行動（「トリップするか否かの選択」および「トリ

ップする場合の経路選択」）を前提としている．具体

的には，第 1 に，トリップを行う利用者は，一般化

費用（料金と所要時間を適当な重みで足し合わせた

もの）が も小さな経路を選択すると仮定する．第

2 に，各起終点ペアについて，起終点間費用が大き

いほどトリップを行う利用者数（i.e. 交通需要）は

減少する． 後に，全ての利用者は，リンクの性能，

交通需要関数などに関する完全情報を持っており，

自らの交通行動に対して他の全ての利用者の反応を

完全に予測できるものと仮定する．これらの一見“非

現実的”な仮定に基づくことで，利用者均衡モデル

は，交通不便益を一般均衡理論や費用便益分析など

の経済学理論と整合的に評価できるのである． 
通常，UE/ED モデルを実装するためには全ての起

終点ペアについて，その交通需要関数を推計する必

要がある．しかし，交通需要は，産業構造，立地選

地震外力

損壊確率

FA(s)

より高レベルの耐震性能現状の耐震性能

FB(s)

Φ=0.5

ψA
L

ψA
H

ψB
L

ψB
H

図 4.4 フラジリティ・カーブ 
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択行動，財・サービスの需要・供給や輸送行動など

に依存するため，災害後の需要関数を推計すること

は極めて困難である．そこで，本章では，現存する

データを有効に活用し，恣意的な前提を 低限にと

どめられる方法として，図 4.5 のような階段型の交

通需要関数を仮定する：利用者は起終点間の費用が

所与の定数Θより小さければ平常時と同じように

トリップを行うが，費用がΘを超えた場合には一切

トリップを行わない．換言すれば，Θはトリップし

ないことで失われる便益（機会費用）であり，起終

点間費用がΘを超えたときには，利用者はΘだけの

費用を支払ってトリップしないことを選択するので

ある． 
この UE/ED モデルを用いて計算されるリンク被

災パタン vの下での 1日あたりの交通費用を )(vπ で

表す．地震によって損壊しなかった橋梁は（あたか

も地震外力を受けていない橋梁と同様に）発災直後

から利用可能とする．一方，地震で損壊した橋梁は，

発災から t∆ 日間（所与の定数）利用できないものと

する．従って，リンク被災パタン v の下で発生する

年間交通費用は tT ∆≡ )()( vv π で表される． 

 
 
(5) ライフサイクルコスト 
 
本節では，ある耐震化戦略uの下での LCC の軽量

方法を示す．4.1(2)で述べたように，LCC が①耐震

補強費用，②復旧費用および③交通費用で構成され

ると仮定する．以下では，まず，ある耐震化戦略uの

下でのこれらの 3 つの要素の計量方法を述べ，次に

LCC の計算方法を示す． 
まず，耐震化戦略u を実現するために必要な耐震

化補強費用を ∑≡ b bb uKK )()(u で表す．ここで，

)( bb uK は，橋梁 b の耐震性能を bu にするために必要

な費用である．なお，後述するように，補強費用 )(uK
は耐震化を行う時刻に一括して支払われるストック

変数である点に注意されたい． 

次に，復旧費用は，通常，橋梁ごとに異なる．そ

の上，瓦礫の撤去費用や資材調達費用には，撤去し

た瓦礫や資材の輸送費用が含まれるため，本来，交

通利用状況などに影響される．しかし，本章では簡

単のため，各橋梁 b の復旧費用は定数であるとしそ

の値を br で表す．これより，耐震化戦略u の下で地

震事象 s が生起したときの復旧費用の条件付期待値

は ∑≡ b bbb russr ),(),( ψu で表される． 

後に，耐震化戦略 u の下で地震事象 s が生起し

たときの交通費用は，(4)で述べた年間交通費用の条

件付期待値であるから， 

∑
∈

≡
Vv

vuvu )(),|(),( TspsT  (4.2) 

で表される．ここで， ),( usT を厳密に評価するため

には全てのリンク被災パタン v について総和を取る

必要がある点に注意されたい．このことは，後述す

るように，ある耐震化戦略に対する LCC を評価する

際の重大な問題点となっている． 
地震事象１回あたりに発生する復旧費用 ),( usr お

よび交通費用 ),( usT は，それ自身は耐震化補強費用

)(uK と同じく，ストック変数（単位：円）である．

しかし，その期待値 

{ }∑ +(≡ s srsTsf ),(),())( uuu λ  (4.3) 

は，単位時間あたりに発生するフロー変数（単位：

円/年）となる．これは， )(sλ が“単位時間あたりの”

生起確率であることに起因する．毎年 )(uf だけの費

用を支払い続けたときのストックとしての費用は，

年間利子率 ρ を用いて 

)(1 uf
ρ
ρ+  (4.4) 

と表せる．この金額は，利子だけで毎年 )(uf だけの

費用を捻出するために積み立てなければならない資

金額とみなすこともできる．これより，耐震化戦略u
の下での LCC は， 

{ }{ } )(),(),()(1

)()(1)(

uuu

uuu

KsrsTs

KfLCC

s
++

+
=

+
+

≡

∑ λ
ρ
ρ

ρ
ρ

(4.5) 

と表される． 
 

(6) 整数計画問題としての定式化 
 
上述の準備の下で，LCC を 小化にする耐震化戦

略を求める問題は，以下のように定式化できる． 

[P] )(.min u
Uu

LCC
∈

 

この問題は，それぞれの橋梁について「耐震化す

る( Hub = )」もしくは「耐震化しない( Lub = )」の

いずれかを割り当てる 0-1 整数計画問題(0-1 IP: 
Integer Programming)である．このことは，問題[P]の

費用

需要

OD間経路費用

の上限Θ

通常時交通需要
Qod

図 4.5 階段型需要関数 
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厳密解（が存在したとして）を多項式時間内に計算

できるアルゴリズムが存在しない(NP 困難である)
ことを意味している． 

さらに，問題[P]の目的関数を厳密に評価するため

には，UE/ED モデルの解として )(vT を求める必要が

ある点に注意されたい．このことは，問題[P]が均衡

制約つき 適化問題(MP/EC: Mathematical Program 
with Equilibrium Constraint)でもあることを意味して

いる．一般に，MP/EC は，その目的関数の凸性を保

証できないため，大域的収束性が保証された数値解

法が存在しない（i.e. 異なる初期条件を与えるごと

に異なる解が得られうる）ことが知られている． 
従って，問題[P]は，均衡制約付 0-1 整数計画問題

(0-1 IP/EC)であり，その解（厳密解であれ近似解で

あれ）を求めることが極めて困難である．そこで，

次節では，この問題点を克服するためのアプローチ

を示す． 
 

 
4.3. モデルの解法 
 
(1) 伝統的な数理計画アプローチの限界 
 
前章で定式化した問題[P]を，実ネットワークを対

象として解くことは極めて困難である．その理由は，

以下の 3 つである．第 1 に，問題[P]が橋梁数 B だけ

の制御変数を持つ 0-1 組合せ計画問題（0-1 IP：Integer 
Programming）となっていることである．このことは，

問題[P]の厳密解を多項式時間で求めるアルゴリズ

ムが存在しないことを意味している（i.e. NP 困難）．

第 2 に，目的関数が非凸である．問題[P]における目

的関数を厳密に評価するためには，需要変動型利用

者均衡配分モデルの解として )(vT を求める必要が

ある．これは，問題[P]が均衡制約付き 適化問題

（MP/EC：Mathematical Program with Equilibrium 
Constraint）であることを意味している．一般に，

MP/EC は，その目的関数の凸性を保証できないため，

大域的収束性が保証された数値解法が存在しないこ

とが知られている．つまり，異なる初期条件を与え

るごとに，異なる解が得られうる．この理由により，

典型的な数理計画アプローチを用いることはできな

い．第 3 に，目的関数の厳密な評価が困難である．

問題[P]において，ある戦略uを選択したときの目的

関数 )(uZ （ひいては，当該戦略下で地震シナリオ s
を与件とした年間社会的不便益 ),( usf ）を厳密に評

価するためには，地震時に生起し得る全てのリンク

被災パタン vについて，年間交通不便益 )(vT を求め

る必要がある．このリンク被災パタンの組合せは
L2

通り存在するため，その全てを列挙することは，事

実上不可能である．例えば，リンク数が 2000 本のネ

ットワークに適用する場合，リンク被災パタン集合

V の規模は， 227100484.22 ×≈= LV という，超天

文学的な規模となる．この理由により，目的関数の

厳密な評価を行うことは time-consuming であり，現

実的ではない．このため，ヒューリスティックな方

法で何らかの解を得たとしても，目的関数の計算に

時間が掛かるため，遺伝的アルゴリズム，クロスエ

ントロピー法，モンテカルロシミュレーションなど

を用いて問題[P]を解くことには限界がある．次節以

降で，こうした問題点をクリアする方法について説

明する． 
 

(2) 最尤被災パタンを用いた目的関数の近似 
 
本節では，目的関数を適切に近似する方法を説明

する．具体的には， 尤リンク被災パタンで交通不

便益の近似を行う．ここで， 尤リンク被災パタン

とは， も発生する確率の高いリンク被災パタンと

定義する．具体的には，以下の方法で条件付期待交

通不便益 ( )u,sT を近似的に求める． 
戦略 uのもとで地震シナリオ s を与件とした

( )u,sT を以下の式で近似する． 

),|*(),(*),( uvuu sTsTsT ≡≈  

ここで， ),(* uv s はシナリオ s ，戦略uのもとでの

尤リンク被災パタンであり，以下の式で定義される： 

{ } 





 ∈≡≡

∈
Llsvsvs l

FSv
l

l

),|(.max.arg),(*),(*
,

uuuv ϕ   

すなわち，それぞれのリンク Ll∈ について， も発

生確率が大きい被災度を割り当てたものが 尤リン

ク被災パタンである．この方法では，戦略とシナリ

オの組 ),( us について，1 度だけ利用者均衡配分を行

えばよい．そのため，目的関数を求めるための計算

量を大幅に減らすことができる． 
以降では，この 尤パタンによって目的関数を近

似する方法を“ 尤近似法”と呼ぶ．この手法には，

以下の利点が存在する．まず，交通不便益の近似値

( )u,* sT と 尤リンク被災パタンが 1 対 1 関係であ

る．そのため，リンクの被災状況が交通不便益に与

える影響などの因果関係の分析が容易である．次に，

( )u,* sT の計算方法が明確で，誰が計算しても同じ

値を導出することができる．その際，シミュレーシ

ョンの高速化・効率化やパラメタのチューニングと

いった“職人技”を必要としないことも，実践上の

利点と考えられる． 
 

(3) シナリオ別有効橋梁群と戦略集合の縮約 
 
本節では，問題[P]の特性を活かしたもう１つの解

法アプローチとして，戦略集合を縮約する方法を提

案する． 
a) 戦略集合の縮約における 3 つの特徴 

問題[P]において，戦略集合U の規模が大きすぎる

ことが，実ネットワーク上における求解を困難とし

ている．この困難さは，個々の橋梁に「耐震化する」

か「耐震化しない」の耐震性能を割当てるスキーム
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を採用する限り，避けては通れない．そこで，本章

では，問題[P]の戦略集合を“数え上げ”られるまで

縮約する解法を開発した．この方法は以下の 3 つの

特徴を備える．第 1 に，後述する問題[P]の確率的構

造を明示的に活用できる．第 2 に，高度な数学や特

殊な知識を必要とせず，容易に理解できる． 後に，

計算手順が明確で，誰が計算しても同じ答えを導け

る． 
その具体的な手順は以下のようにまとめられる．

まず，全橋梁を s -有効橋梁群（後述）に分割する．

そして，その s -有効橋梁群ごとに「耐震化する/しな

い」の耐震化性能を割り当てる．ある有効橋梁群内

の橋梁には，そのグループに割り当てられた耐震化

性能が一律に適用されるとする． 
この提案方法が①の構造を活用した方法である理

由は以下のように説明される．例えば，図 4.6 のよ

うな 2 つのリンクと 3 つの橋梁で構成される道路ネ

ットワークを考えよう．対象区域で a と b の 2 つの

独立な地震シナリオを想定し，それぞれの生起確率

は等しく λ であるとする．ただし，2 つのシナリオ

が同時に生起することはないものとする．簡単のた

め，以下の 3 つの仮定をおく．まず，それぞれのシ

ナリオが生起したとき，各橋梁は「損傷なし」か「損

傷」のいずれかを“確定的”に取るものとする．各

シナリオが生起したときの各橋梁の損壊状態を図

4.6 の表に示す．次に，地震によるコストは起終点が

途絶したときにのみ発生するとする．具体的には，

リンク 1 および 2 の両方が利用できない場合にのみ

社会的費用C （所与の定数）が発生し，少なくとも

一方利用できる場合にはコストは発生しないものと

する．この社会的費用は，適当な割引率によってス

トック換算されているものとする．第 3 に，各橋梁

は耐震化されることで，いずれの地震シナリオでも

損壊しなくなるものとし，1 橋梁あたりの耐震化費

用を K （所与の定数）とする． 
これらの仮定の下で，以下の 6 つの耐震化戦略を

考える：1) 橋梁 1 のみを耐震化；2)橋梁 3 のみを耐

震化；3) 橋梁 1 および 2 を耐震化；4)橋梁 1 および

3 を耐震化；5) 全ての橋梁を耐震化；6) いずれの橋

梁も耐震化しない．各橋梁は，耐震化されない限り，

シナリオ a か b のいずれか一方でのみ損壊する．こ

のことは，耐震化されていない橋梁の（シナリオを

与件とした）損壊確率は 1 もしくは 0 であるが，損

壊確率はλ であることに注意されたい．換言すれば，

橋梁の損壊という確率事象は，シナリオの生起とい

う確率事象と極めて強い相関を持っている．そして，

この相関を無視した場合，明らかに不適切な耐震化

戦略が選ばれる．以下では，これを説明しよう． 
まず，各地震シナリオと橋梁損壊の相関関係を無

視した場合，各橋梁の損壊確率は λ であるため，各

戦略の LCC は表 4.7 のように求められる．そのため，

λ が十分に大きければ（i.e. 3/1)/1(1 CK−−≥λ ）橋

梁 3 のみを耐震化することで LCC を 小化できる．

しかし，図 4.6 は，どちらのシナリオにおいても少

なくとも 1 つの経路が存在することを意味している．

従って，このシナリオと橋梁損壊の相関関係を考慮

した場合，どの橋梁も耐震化しないこと LCC が 小

化戦略となる． 
この例は，耐震化戦略を適切に縮約するためには，

こうした橋梁損壊の確率的構造を考慮する必要があ

ることを示唆している．なお，上述の例は，一見，

単純化されすぎているように思えるかもしれないが，

その基本構造は，橋梁の条件付損壊確率や交通混雑

などの社会的費用を考慮した，より一般的な場合に

も共通である．以下に提案する手法では，シナリオ

ごとの有効橋梁群を用いることで，この損壊事象の

相関を明示的に活用できる． 
b) s -有効橋梁 
まず，耐震化の対象となる橋梁（ s -有効橋梁）を

定義する．本研究では，耐震化することによって

尤状態が変化しない橋梁は，耐震化の対象とはしな

い．以下では，あるシナリオ s において，耐震化す

ることで 尤状態が変化する橋梁を“ s -有効橋梁”

と呼び，その集合を“ s -有効橋梁群”と呼ぶ．この

とき，s -有効橋梁群 )(sB は次のように定義される： 
{ }5.0),(5.0),(|)( >=<=≡ LusandHusbsB bb ψψ  

なお， s -有効橋梁群以外の橋梁を耐震化しても，目

的関数を 尤近似で求める場合にはその効果を計量

できないことに注意されたい．  

 
橋梁 1 橋梁 2

橋梁 3
D

リンク 1

リンク 2

O

 
 橋梁 1 橋梁 2 橋梁 3 

シナリオ a 損傷なし 損傷 損傷 

シナリオ b 損傷 損傷なし 損傷なし 

図 4.6 橋梁被害のシナリオ内相関の例 

表 4.7 相関を無視したときの各戦略の LCC 
戦略 耐震化される橋梁 LCC 

1 橋梁 1 CK ])1(1[ 2λ−−+

2 橋梁 3 K  
3 橋梁 1 と 2 K2  
4 橋梁 1 と 3 CK λ+2  
5 橋梁 1, 2 および 3 K3  
6 なし C])1(1[ 3λ−−  
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c) s -有効橋梁群を用いた戦略集合の縮約方法 
以下では， s -有効橋梁群をもちいて，戦略集合を

縮約する方法を説明する．具体的には，同じ橋梁群

に含まれる橋梁について，等しく同じ耐震性能を割

り当てる．橋梁群ごとに耐震性能を決定することに

より，橋梁 1 つ 1 つに耐震性能を決定する場合より

も，戦略数の規模を大幅に縮約することができる． 
 
例えば，図 4.8 のような 3 つの橋梁から構成され

るネットワークに対し，2 つの地震シナリオ a およ

び b が想定される場合を考える．橋梁別に「耐震化

する」「しない」を割当てる場合付与した場合，その

組み合わせは 823 = 通りであるが，有効橋梁群別に

耐震性能を割り当てる場合の組み合わせは 422 = 通

りである．つまり，1 つのシナリオに s -有効橋梁群

は 1 つなので，地震シナリオの数 ms = とすれば，

戦略数は m2 個となる．そのため，想定シナリオの数

がそれほど多くなければ，全ての戦略を“数え上げ”

て比較することが可能である． 

d) 有効シナリオ群 
後に，有効シナリオ群を用いた LCC 計算の簡略

化について説明する．まず， s -有効橋梁が存在する

シナリオ集合を，有効シナリオ群 *S と定義する．

本研究では，目的関数を 尤リンク被災パタンで近

似しているため，有効シナリオ群 *S 以外のシナリ

オは，LCC を算出する上で除外できる．具体的には，

式(4.5)右辺の第 1 項は，シナリオ生起確率と，シナ

リオ s および戦略 u の下での年間社会的不便益

),(),( uu srsT + の積を全シナリオ S にわたって足し

合わせたものである．ここで， ),( usT を 尤リンク

被災パタンで近似する場合，s -有効橋梁が存在しな

いシナリオに関しては， ),( usT は戦略u によらず一

定となる．このようなシナリオにおける交通不便益

および復旧費用を，それぞれ )(sT ， )(sr とかけば，

目的関数は次のように書き換えられる： 

)()}()(){(1

)},(),(){(1)(

*

*

u

uuu

KsrsTs

srsTsZ

CONST

Ss

Ss

++
+

+

+
+

≡

∑

∑

∉

∈

4444 34444 21

λ
ρ
ρ

λ
ρ
ρ

 

すなわち，シナリオ *Ss∉ で発生するコストは戦略

によらない定数項でしかなく，これを除外しても以

降の分析に影響は与えない．そこで，以下では，目

的関数を次の )(ˆ uZ で定義し直す： 

)()},(),(){(1)(ˆ
*

uuuu KsrsTsZ
Ss

++
+

≡ ∑
∈

λ
ρ
ρ  

 
4.4. 神戸市ネットワークへの適用例 
本節では，提案手法を実際のネットワークに適用

した結果を示す．本章の構成は，以下の通りである．

まず，(1)では，計算に用いる神戸市のネットワーク

データおよび LCC 計算に用いるデータについて説

明する．次に，(2)では，4.3 節で定義した s -有効橋

梁群を実際に求め，その空間的分布を示す．(3)では，

3 章の手順に従って戦略集合を縮約し，各戦略にお

ける LCC の計算結果を示す． 後に(4)では，実際

に戦略を決定する際，LCC 以外に考えられる基準を，

実用に向けた提案として述べる． 
 

(1) 計算に用いるデータ 
本節では，提案する枠組みを，実際のネットワー

クに適用する際に使用したデータについて説明する． 
 

橋梁数：3本
戦略数：
23=8戦略

グループ数：2個
戦略数：
22＝4戦略

橋梁別

s-有効橋梁群別

橋梁① 橋梁②

橋梁③

O D

橋梁① 橋梁②

橋梁③

O D

a-有効橋梁群

b-有効橋梁群

図 4.8 橋梁別および有効橋梁群別の耐震化戦略

：分析対象エリア

図 4.9 分析対象圏域図 
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a) 分析対象エリアと使用するデータセット 
本研究の分析対象エリアは神戸市，明石市，稲美

町，三木市，吉川町，西宮市，芦屋市，宝塚市，三

田市である．図 4.9 は，対象エリアを地図上に示し

たものである． 以下，図 4.10 に従って，本節で用

いるデータセットを説明する．まず，対象エリアに

該当する街路マップとそれに対応する配分用道路ネ

ットワークについて説明する．次に②ＧＩＳデータ

のうち，地震強度マップおよびフラジリティ・カー

ブについて説明する． 後に③配分ネットワークモ

デルおよび均衡配分に使用するパラメタを説明する． 
 
b) 対象道路ネットワークデータ 
■対象道路ネットワーク：対象エリアに存在する

街路と，配分ネットワークを重ねたものを図 4.11 に

示す．太線が配分ネットワークのリンクを示す．こ

の配分ネットワークは，平成 11 年度道路交通センサ

スのベースとなったネットワークに，阪神高速の 7
号北神戸線および 31 号神戸山手線を加えたもので

ある．リンク数は 2671 本，ノード数は 1001 個であ

る． 
■街路=配分対応表：配分ネットワーク上のリン

クと GIS 上の街路マップの対応関係を表す“街路=
配分対応表”は配分ネットワークの構造や位置関係

から手作業で作成した． 
■道路橋マップ：道路橋マップは，デジタル道路

地図上から，地物 ID が「道路橋」となっているも

のを抽出して作成した．この道路橋マップと街路マ

ップを重ねることで，街路に存在する道路橋の分布

が求めた．さらに，街路＝配分対応表を用いること

で，配分ネットワークの各リンク上に存在する道路

橋を求めた． 
 
c) 地震強度マップとフラジリティ・カーブ 

■地震強度マップ：地震シナリオ集合 S として，

23 のシナリオおよびその生起確率を，地震工学に基

づいて選定した．そこで想定した地震は以下の 5 つ

である：1) 神戸周辺の主要断層帯に起因する地震；

2) 南海トラフ沿いの海溝型地震；3) 主要断層帯以

外の活断層で発生する地震；4) フィリピン海プレー

ト内で発生する，震源断層を予め特定しにくい地

震；5) 内陸域で発生する地震のうち，活断層が特定

されていない場所で発生する地震．こうして得られ

た各シナリオについて，図 4.12 のような手続きによ

って地震強度マップを算出した．具体的には，ある

シナリオにおける対象エリア内の各メッシュの地震

強度を，断層から当該メッシュまでの 短距離を用

いた距離減衰式 4)によって求めた．地震強度マップ

と道路橋マップを重ねることで，地震シナリオ s に
おける，各橋梁が受ける地震外力 )(sFb を求めた． 

■フラジリティ・カーブ：本章では，各橋梁のフ

ラジリティ・カーブはその橋梁に割り当てられた

耐震性能によってのみ決まると仮定する．本来，

フラジリティ・カーブは，供用年数や構造形式な

どによって異なるが，それらの詳細なデータが

GISなどでシステマティックに整理されていると

は言いがたいのが現状である．そのため，本研究

では全橋梁に対し，同一のフラジリティ・カーブ

を用いる．具体的には，耐震化されていない現状

の耐震性能は震度法で設計された RC 橋脚，耐震

化された高レベル耐震性能は地震時保有水平耐

力法で設計された RC 橋脚相当であると仮定する．

そして，加賀山ら 5)に従い，前者の期待値および

標準偏差を，それぞれ， 50=Lµ および 20=Lσ と

街路リンクID リンクID

配分ネットワーク

街路マップ

道路橋マップ

地震強度マップ

有向グラフ

街路=配分
対応表

地理情報システム

容量 料金リンクID

起点ノード 終点ノード OD需要

リンク性能

OD交通需要

各橋梁の
フラジリティデータ② ③

①

図 4.10 計算に使用するデータセット 

：対象リンク

図 4.11 対象道路ネットワークの分布 
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し，後者の期待値および標準偏差を，それぞれ，

5.64=Hµ および 5.21=Hσ とした．図 4.13 は，こ

のパラメタをもとに，横軸に地震強度 )(sF をとっ

たときの橋梁の損壊確率 ),( bb usψ をプロットした

ものである． 
         
d) 配分ネットワーク・モデルおよび交通需要関数 
本節では，配分ネットワーク・モデルのデータ，

および交通需要関数を特定化するパラメタについて

述べる． 
■OD 交通需要：OD 交通需要関数は，平成 11 年

度に行われた道路交通センサスのパーソントリップ

調査に基づき作成する．対象エリアを通過する交通

については，対象エリアの境界にあるノードを起点

あるいは終点として，通過ＯＤ交通量を集約させる

ものとする．作成したＯＤペア数は 17287 ペア存在

し，（平常時の）OD 交通需要は 2960160 台/日である． 
災害時の OD 交通需要には，4.2(4)に述べた階段型

の需要関数を用いる．ここで，トリップ不能 OD（経

路が存在しない OD）の利用者が支払う機会費用Π ，

およびトリップを中止する利用者の機会費用Θを，

等しく 8 時間（＝24,000 円）とした．この値は，1
日の活動時間を睡眠時間の8時間を引いた16時間と

仮定し，活動時間のうち 8 時間以上が旅行時間に費

やされれば，たとえトリップできたとしても本来の

目的である活動が不可能となる上限として設定した．

ただし，国土技術政策総合研究所の資料 10)では，経

路が存在しない場合には，24 時間待機する必要があ

るとして，Θ＝24 時間としている．これらの値が適

切かどうか，また，OD 間経路費用の上限値Θとト

リップ不可能な利用者の機会費用Π を同値にして

よいかどうかは議論の余地が残されている． 
■リンクコスト関数：均衡配分で用いるリンクコ

スト関数には以下のようなＢＰＲ関数 3)を用いる．

本研究では，遠山 6)の研究に基づき，時間価値を 50
（円/分），BPR パラメタを 3,1 == βα とした． 
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e) LCC 計算用データ 
LCC の計算に用いる補強費用，復旧費用，復旧期

間，社会的割引率を計算するために使用したデータ

は以下の通りである． 
■補強費用：補強費用は，設計方法の異なる橋梁

の新規建設費用の差として算出した．具体的には，

米田ら 7)の研究結果を参考に，震度法（旧来手法）

に基づく新規建設費用 約 3.4 億円/橋と，地震時保有

水平耐力法に基づき新規建設する費用 約 4.0 億円/
橋の差額である 6000 万円/橋を本研究における補強

費用とした．なお，本来ならば，各橋梁の年式・構

造形式および全長などにより，補強費用は橋梁ごと

に異なるが，今回の計算では全橋梁一律とした． 
■復旧費用：足立ら 8)の研究結果に基づき，1 橋梁

あたりの復旧費用を 16 億円とした． 
■復旧期間：亀田ら 9)の研究成果に基づき，橋梁

が被災した場合の復旧期間を 310 日間とした． 
■社会的割引率：本研究では社会的割引率 ρ とし

て，国土交通省が費用便益分析マニュアル 10)で定め

ている 0.04 を採用した． 
 
(2) シナリオ別有効橋梁群と縮約された戦略集合 
 
本節では，4.3(3)c)の手順に従い地震シナリオごと

に抽出された s -有効橋梁の空間分布を示す．s -有効

橋梁を抽出した結果，有効シナリオ群 *S として，表

4.14 の 5 シナリオが得られた．以下では，これらの

シナリオを生起確率の高い順に記号 a ，b ，c，d お

よび eで表わす．表 4.14 は，有効シナリオ群 *S の代

表活動域，年生起確率，再現期間をまとめたもので

ある．代表活動域は，そのシナリオの原因となる代

表的な断層あるいは発生場所を表わす．年生起確率

は，そのシナリオの 1 年間あたりの生起確率を示し，

再現期間は，年生起確率の逆数を表わす．このうち，

本研究では地震シナリオ e を有効シナリオ群から外

す．100 年の間に生起する確率が 1%未満と極めて小

さく，LCC に大きな影響を与えないと見なせるため

である． 

次に，各シナリオの有効橋梁の空間的な分布を，

リンクベースで示す．まず初めに，リンクを以下の

4 つに分類する：1) 橋梁を持たないリンク；2) 耐震

補強の有無に関わらず， 尤被災状態が非損壊であ

るリンク（以下，非損壊リンク）；3) s -有効橋梁に

対応するリンク；4) 耐震補強の有無に関わらず，

尤被災状態が損壊であるリンク（以下，損壊リンク）． 
図 4.16 から図 4.19 は，それぞれ地震シナリオ a ，

b ， c， d のリンクの空間的分布を，図 4.15 の凡例

に従い示したものである．  

表 4.14 有効シナリオ群 *S の生起確率データ 
地震シ

ナリオ 代表活動域 年生起確率

（1/年） 
再現期

間（年） 
A 地殻内 2.72E-04 3,681 
B 有馬高槻 2.05E-04 4,866 
C 大阪湾 1.63E-04 6,139 
d 六甲 1.28E-04 7,818 
e 六甲 9.30E-05 10,749 
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図 4.16 は，シナリオ a のリンク分布を示したもの

である．この図から，以下の 2 点がわかる．まず，a  
-有効リンク，損壊リンクはＡの範囲に集中している．

これは，シナリオ a の地震規模が，他の 3 シナリオ

と比べて，比較的小さいことを意味している．次に，

a -有効リンクを構成する主な路線区間は，阪神高速

3 号神戸線および 5 号湾岸線の深江～高羽ランプ付

近，県道 344 号線，芦有ドライブウェイ，県道 16
号線であることがわかる．損壊リンクは，阪神高速

3 号神戸線および 5 号湾岸線の芦屋～深江付近に分

布していることがわかる．このことより，a -有効リ

ンクを耐震補強しなければ，シナリオ a が生起した

場合，阪神高速 3 号神戸線および 5 号湾岸線の芦屋

～高羽付近まで一帯が通行不可能となり，多大な交

通費用を被ることが予想できる． 
図 4.17 は，シナリオb のリンク分布を示したもの

である．この図より，以下の 4 点がわかる．第 1 に，

損壊リンクが山間部に広く分布している．これは，

「有馬-高槻」周辺の断層活動が山間部に大きな外力

をもたらすことを意味する．第 2 に，通常時におい

て，北部の東西交通を担うであろう山陽道，中国道，

7 号北神戸線のような重要性の高いリンクが，耐震

化に関わらず損壊する（拡大図参照）．これにより，

エリア B からエリア C（あるいは C から B）に抜け

る通過交通が利用可能な経路が存在しない．第 3 に，

南北方向を結ぶ経路は，B および C 内の一部リンク

をのぞいて，完全に分断されている．このため，例

えば山間部（点 D）から湾岸部（点 E）への交通は，

通常時より大きく迂回をする（あるいはトリップを

取りやめる）ことが予想される． 後に，b -有効リ

ンクは湾岸部に広く分布している．これより， b -
有効リンクを耐震補強しない場合は，シナリオ b が

生起した場合，山間部・湾岸部ともに東西交通を結

ぶ経路が存在しない．このため，トリップ不可能 OD
が多数発生しうることが予想できる． 

図 4.18 はシナリオ cにおけるリンク分布を示した

ものである．この図より，以下のことがわかる．ま

ず，損壊リンクは湾岸部に集中して分布している．

図 4.19 シナリオ d のリンク分布 

G

：橋梁をもたないリンク
：非損壊リンク
：s-有効リンク
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④  
図 4.15 リンク分類の凡例 

図 4.16 シナリオ a のリンク分布 
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図 4.17 シナリオb のリンク分布 
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これは，「大阪湾」周辺の断層活動が，湾岸部に大き

な外力をもたらすことを意味する．特に，阪神高速

3 号神戸線の魚崎～月見山，ハーバーハイウェイ（矩

形 F の範囲）が損壊リンクとなっており，このシナ

リオが発生した場合，湾岸部の東西交通において，

トリップが不可能になる OD の発生が予想できる 
図4.19はシナリオ d におけるリンク分布を示した

ものである．この図より，以下の 2 点がわかる．ま

ず，このシナリオ d は，「六甲」周辺の断層活動が，

その周辺に甚大な被害を及ぼす．損壊リンクが，湾

岸部およびその北部に多数分布しているのはこのた

めと考えられる．次に，このシナリオの下で，有効

リンクは，山陽道を中心とする山間部に分布してい

る（エリア G）．しかし， d -有効リンクを耐震化し

たとしても，神戸市全体で見た場合，道路網の大部

分が遮断されるため，シナリオ d が生起した場合に

は，その戦略に関わらず社会的不便益は一定の大き

な値をとると予想できる． 
これら 4 つのシナリオにおける，各リンクの分布

を重ね合わせてみよう．まず，各リンクを新たに以

下の 4 つに分類する：1) 橋梁を持たないリンク；2) 
4 つのシナリオ全てで“非損壊”となるリンク；3) 1
つ以上のシナリオで s -有効となるリンク；4) それ以

外のリンク．この内，4) は，1 つ以上のシナリオで

“損壊”となるが，耐震化しても効果がないリンク

である．以下では，これを無効果リンクと呼ぶ．図

4.20 はこれらのリンクの分布を凡例に従ってプロッ

トしたものである．図 4.20 より，以下の 2 点がわか

る．まず， s -有効リンクは広範囲に分布し，局所的

な偏りはみられない．つまり， s -有効リンクを用い

て戦略集合を縮約することは，必ずしも耐震補強の

候補となる橋梁数を減らすことにはならない．次に，

無効果リンクに接するリンクには，必ず s -有効リン

クが存在する．これより，耐震化によって，無効果

リンク損壊時の迂回路の確保が期待できる． 
 

(3) 計算結果および考察 
 
本節では，s -有効橋梁群を用いて縮約された戦略

集合と，その戦略における LCC を示す． 
4 つのシナリオ a ， b ， c， d それぞれに，「耐震

化する/しない」の耐震性能を割り当てる組み合わせ

数は 1624 = 通り存在する．表 4.21 はこの 16 の戦略

について，耐震対象となる有効橋梁群，耐震橋梁数，

LCC をまとめたものである．例えば，戦略 3 では，

a -有効橋梁群と b -有効橋梁群が耐震化されること

を示す．ここで，戦略 0 はどの橋梁も耐震補強しな

い戦略を表わす．この表より，LCC が 小となる

適戦略は，戦略 6（b -および c -有効橋梁を補強）で

ある．表 4.21 から以下の 2 つも読み取れる．まず，

各戦略下での LCC は，耐震化される橋梁数と目立っ

た相関関係を持たない．例えば，戦略 6 と戦略 4 で

は，耐震橋梁数はかなり異なるが，LCC では差があ

るわけではない．次に，戦略 8 では，耐震化によっ

て何もしない場合（戦略 0）よりも LCC が大きい．

そこで，以下では，各戦略間で LCC の内訳や費用に

対する不便益減少効果がどのように異なるかを分析

する． 
耐震補強を 1 つの投資プロジェクトと捉えたとき，

そのパフォーマンスは投資効率で測られるのが一般

的である．図 4.22 は，各戦略の投資効率を表わした

ものである．ここでいう投資効率とは，戦略 0 の LCC
と各戦略の LCC との差額(B)を，その戦略における

補強費用(C)で割ったものを表わす．この図から，以

：橋梁をもたないリンク
：非損壊リンク
： 1つ以上のシナリオで有効となるリンク

：無効果リンク

①
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図 4.20 4 シナリオのリンク分布の重ね合わせ
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図 4.22 各戦略の投資効率比較 

表 4.21 各戦略の耐震化対象と LCC 
戦略 耐震対象となる有効橋梁群 耐震橋梁数 LCC(億円)
0 （なし） 0 1923.
1 a 256 1440.
2 b 319 1693.
3 a,b 528 1157.
4 c 418 1191.
5 a,c 596 1196.
6 b,c 572 1145.
7 a,b,c 730 1198.
8 d 161 2039.
9 a,d 417 1558.
10 b,d 468 1810.
11 a,b,d 677 1274.
12 c,d 579 1313.
13 a,c,d 757 1309.
14 b,c,d 721 1262.
15 a,b,c,d 879 1315.
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下の 2 点が判る．まず，戦略 2,8,10（それぞれ，b -
および d -有効橋梁のいずれかあるいは両方を耐震

化する）の全てで投資効果が 1 を超える．これは，

補強対象を適切に選ぶ限り，耐震補強はその費用以

上の効果をもたらすことを意味する．次に，LCC が

小さい戦略が，必ずしも投資効率が高いとは限らな

い．特に，LCC を 小にする戦略 6 は，投資効率は

必ずしも高くはない点に注意されたい．なお，投資

効率が 大となるのは，戦略 1（ a -有効橋梁のみを

耐震補強する戦略）であるが，これは単に補強費用

が小さいためと考えられる． 
図 4.22 から，a ，b ，cおよび d -有効橋梁群を個

別に耐震化したとき（それぞれ，戦略 1，2，4，8
に該当）の投資効率が比較できる．まず，戦略 1 お

よび 4 の投資効率が高いことから，a -有効橋梁およ

び c -有効橋梁は LCC 低減に効果的であると言える．

一方，戦略 2 における投資効率は低く，d -有効橋梁

にいたっては投資効率が負の値をとっている（すな

わち，投資によって LCC が増加する）．このことは，

有効橋梁群を補強したからといって，必ずしも LCC
を低減させるとは限らないことを意味している．そ

こで，有効橋梁群の組み合わせによる LCC 低減の

度合いを確認してみよう．図 4.23 は cba ,, -有効橋梁

軍 の 組 み 合 わ せ か ら な る 戦 略

}{},,{},{},,,{},,{},,{},{{}, ccbbcbacabaa の LCC と，そ

れぞれの戦略に d -有効橋梁群を追加的に耐震化し

たときの LCC の違いを表したものである．各列の左

側が cba ,, 有効橋梁のみを耐震化したときの LCC で

あり，右側が d -有効橋梁を追加的に耐震化したとき

の LCC を表している．図 4.23 より， d -有効橋梁群

を他の有効橋梁群と組み合わせて耐震化したとして

も LCC を減らせないことが判る．このため，以下で

は，d -有効橋梁群を耐震化対象に含めない（すなわ

ち，地震シナリオ d を有効シナリオ群から除外する）

で分析を進める． 
次に，各戦略がどの地震シナリオの被害を軽減し

ているかを見てみよう．式(4.5)より，LCC は各シナ

リオの LCC, i.e. { }),(),()( uu srsTs +λ , に分解できる．

図 4.24 はそれぞれの戦略における各シナリオの

LCC を示したものである．この図から，あるシナリ

オについての有効橋梁を耐震化することで，そのシ

ナリオからの被害を軽減していることがわかる．例

えば，戦略 1 でのシナリオ a の LCC は，戦略 0 のそ

れよりも小さい．同様に，a -有効橋梁群を耐震化す

る戦略 3，5，7 もシナリオ a の LCC を減少させてい

る．同様に c -有効橋梁群を耐震化する戦略 4，5，6，
7 もシナリオ cの LCC を減少させている．これらは

直感的に明らかである．しかしながら，b -有効橋梁

群を耐震化する戦略 2，3，6，7 はシナリオ b におけ

る LCC をそれほど大きく減少させているわけでは

ない．これは，図 4.17 が示すように，シナリオb が

発生した場合，耐震化の有無に関わらず損壊するリ

ンクが多数存在しているためと考えられる． 
図 4.25 は，各戦略の LCC を，補強費用，交通不

便益，復旧費用に分けて表わしたものである．この

図より，LCC を構成する主な要素は交通不便益と補

強費用であり，復旧費用は戦略によってそれほど大

きく変わらないことが判る．これは，LCC を軽減さ

せるためには，補強費用をなるべく抑えつつ交通不

便益を減少させることが重要であることを示唆して

いる．このとき，補強費用をかけるほど交通不便益

が減少するわけではないことがわかる．例えば，戦

略 2（ a -有効橋梁を補強）は，耐震補強費用と交通

不便益のいずれもが戦略 1 より高い．このことは，
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図 4.22 の投資効果の違いにも反映されている． 
次に，各戦略の LCC から交通不便益だけを取り出

し，追加的旅行コスト，トリップキャンセルコスト，

トリップ不可能コストの内訳を図 4.26 に示す．図

4.26 より，以下のことがわかる：追加的旅行コスト

およびトリップ不可能コストは，耐震化により減少

させられるが，トリップキャンセルコストは戦略に

よらずほぼ一定である．これは，耐震化によって経

路の途絶は免れるものの，過度の交通集中によって

トリップを取りやめる利用者の総数は減らすことが

できないことを示唆している．戦略 2 においてのみ，

キャンセルコストが増加していることは注目に値す

る．これは，b -有効橋梁だけ耐震化することで中途

半端にネットワークが繋がってしまい，かえって混

雑を増加させてしまう可能性を示している． 
ここまでの議論から，戦略 3，4，5，6，7（それ

ぞれ， },,{},,{},,{},{},,{ cbacbcacba を耐震化すること

に相当）は，「LCC の低下」「投資効率」「追加的旅

行コストの低下」の点で，比較的優良な戦略である

といえる．次節ではこれらの戦略を用いて，多目的

な視点から見た優良な戦略を提案する． 
 
(4) 優良戦略群を用いた多目的意思決定の支援 
 
ここまでは戦略のパフォーマンスを LCC だけで

評価してきたが，現実の意思決定においては，LCC
という指標だけからでなく，各々が重要視する基準

（e.g.初期投資費用，拡張可能性）を考慮されると考

えられる．特に，道路橋の耐震補強は，長期間・広

範囲にわたる大規模なプロジェクトとなるため，説

得力のある意思決定を慎重に行う必要がある．その

際に用いられる基準として，LCC の大小を機械的に

判別するだけでなく，当該戦略の財政制約の上で実

行可能であるか，耐震化される範囲を段階的に拡張

することが適切かどうか，社会に受容されやすいか

などが挙げられるだろう． 
本提案手法は，上記のような考え方に基づいた意

思決定支援ツールとしても利用可能である．その具

体的手順はケース・バイ・ケースとならざるを得な

いが，以下では，その例として，拡張可能性，投資

効率，トリップ不可能コストに着目した手法を説明

する． 
a) 優良戦略群の定義 

本章では，戦略 3，4，5，6，7 を優良戦略と呼ぶ．

図 4.27 は，各優良戦略における耐震補強の対象とな

る橋梁の分布をリンク・ベースで表したものである．

この図では，リンクを 5 つに分類して表示してい

る：1) 橋梁を持たないリンク；2)非損壊リンク；3)
無効果リンク；4)当該戦略で耐震化されるリンク；

5) それ以外のリンクを表わす．なお，各図の円は，

優良戦略群に共通して耐震補強されるエリアを表わ

す． 
b) 意思決定を支援する評価基準 
次に，これらの優良戦略群から，実際にとる戦略

を決定する基準として，次の 3 つを提案する；拡張

可能性，投資効率，トリップ不可能コスト．以下で

は，それぞれの基準の下で選ばれる戦略について分

析を行う． 
①拡張可能性 
近年の財政逼迫により，いくら LCC が 小になる

といっても，耐震補強費用として投資できる額には

上限があると考えるのが自然である．段階的に耐震

化のエリアを拡張することを考えた場合，高いパフ

ォーマンスが得られることが望ましい．また，予算

申請プロセスにおいて，初期投資費用を抑えること

は，重要な観点と思われる．表 4.28 は，優良戦略群

の耐震補強費用と LCC の計算結果を表わしたもの

である．このとき，初期投資費用，つまり耐震補強

費用が も小さいのは c-有効橋梁のみを耐震化する

戦略 4 である．戦略の拡張性を考えた場合，この基

準を用いることで以下のような意思決定を提案でき

る：第一段階として，初期投資費用が 小となる戦

略 4 をまずは採用する；予算的制約の緩和や，防災

意識の高まりなどにより，耐震補強戦略を拡張する

見通しが立つ場合，第二段階として，追加的に b -
有効橋梁を耐震化する．このとき，結果的に戦略 6
（LCC 小）が達成されるため，事後的にも整合性

が保たれる．なお，初めに戦略 4 を採用することは，

次節で説明する投資効果の面からも優れていること

が分かる． 
 
②投資効率 
耐震補強プロジェクトを，PFI 方式で民間企業に

委託した場合を考えよう．このとき，耐震化に掛か

る費用を投資額ととらえ，その投資に対して，どれ

だけ被害を減らすことができるかが重要視されるで

あろう．そこで，表 4.29 に各優良戦略群における投

資効率を表わす．ここで，投資効率とは，前述した

ように戦略 0 の LCC と各戦略の LCC との差額を，

その戦略における補強費用で割ったものを表わす． 
この表から，投資効率が 大となる戦略 4 を実際に

行うという意思決定ができる．ただし，この投資率

基準は，あくまで優良戦略が選ばれた上で用いるこ

とが望ましい．例えば，図 4.22 からは，戦略 1 の投

資効率が 大であることがわかる．しかし，これは

単に耐震化対象の橋梁数が少ないことを意味してい

る．このように，例えば PFI として民間に委託する

表 4.28 優良戦略の耐震補強費用と LCC 
戦略 耐震対象となる有効橋梁群 耐震橋梁数 耐震補強費用（億円） LCC(千億円
3 a,b 528 316.8 1.16
4 c 418 250.8 1.19
5 a,c 596 357.6 1.20
6 b,c 572 343.2 1.15
7 a,b,c 730 438 1.20

表 4.29 優良戦略における投資効率の比較 
戦略 耐震対象となる有効橋梁群 投資効率(%)
3 a,b 241.6
4 c 292.0
5 a,c 203.3
6 b,c 226.7
7 a,b,c 165.4
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図 4.27 優良戦略群のリンク分布 

：橋梁をもたないリンク
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：当該戦略で耐震化されるリンク
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a) 戦略 3 ( a,b 有効橋梁を耐震化) 

c) 戦略 5 ( a,c 有効橋梁を耐震化) 

e) 戦略 7 (a,b,c 有効橋梁を耐震化) 

b) 戦略 4 ( c 有効橋梁を耐震化) 

d) 戦略 6 ( b,c 有効橋梁を耐震化) 
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場合，「LCC を十分に下げることができる耐震補強 
戦略であること」という条件を与えて行うことが望

ましい． 
③トリップ不可能コストによる選択基準 
地震が発生した場合，経路が不連続なために，孤

立する村落が発生する可能性がある．この“経路不

連続”という観点から，戦略を選択することもでき

る．表 4.30 は，各優良戦略の LCC において，トリ

ップ不可能コストとその投資効率を示したものであ

る．経路が不連続という事象を回避するために も

効果的な戦略は，トリップ不可能コストを 小とす

る戦略 6 および 7 である．これらの戦略は，住民な

どにとって受け入れられやすい戦略といえよう． 
ただし，戦略 7 の耐震補強費用は他の戦略のそれ

よりかなり大きい点に注意が必要である．これは，

経路途絶を防ぐには，広範囲にわたる耐震化が必要

であることを意味している．特に戦略 7 と戦略 6 は

ともにトリップ不可能コストを 小とするが，耐震

補強費用を比べると戦略 7 の費用が戦略 6 を大きく

上回っている．これは，無駄な耐震補強が行われて

いることを意味する．このように，経路不連続だけ

に着目して戦略を決定する場合，投資する補強費用

と不便益の軽減額とのバランスが無視された戦略が

選ばれる危険性がある．この基準だけを用いて意思

決定するのではなく，LCC や初期投資費用を考慮し

た上で耐震補強戦略の意思決定がされるべきである． 
 

4.5. おわりに 
本章では，まず，耐震補強に投資する費用と，地

震が発生したときに生じる不便益を明示的に考慮し

た社会的 LCC 評価のための枠組みを提案した．具体

的には，道路施設の損壊による間接的損失として，

被災時の追加的旅行コスト，トリップを取りやめる

場合のコスト，トリップができない場合のコストを

変動需要型均衡配分モデルで求めた．直接損失とし

て道路施設の復旧費用に着目し，LCC を定式化した．

このとき，より現実的な被災状況を想定するため，

地震工学に基づく地震動分布データ，橋梁工学に基

づく各橋梁のフラジリティ・カーブを用いて，地震

シナリオおよび橋梁の被災度を求めた． 
次に LCC が 小となる戦略を求めるモデルを構

築し，その解法の開発を行った．具体的には，目的

関数を 尤リンク被災パタンで近似的に求めた．さ

らに，s -有効橋梁群ごとに耐震性能を決定する方法

で戦略集合の縮約を行った．このモデルの解法は，

モデルそのものが持つ構造の特性を活かし，誰が用

いても解が一意に定まり，解が求まるプロセスが明

示的に示されている特徴を持つ． 後に本モデルを

実際に神戸市ネットワークに適用した場合の計算を

行い，LCC が 小となる戦略を求めた．それに加え，

LCC を 小化とする戦略よりも，社会受容性が高い，

あるいは実行可能性が高い，いくつかの代替的な戦

略を求めた． 
本手法では， 尤パタンによって目的関数を近似

する方法を提案したが，この近似の精度に関しては，

理論的な証明あるいは実証的な検証が必要であろう．

また，災害時の交通不便益の評価に用いた均衡配分

モデルに対しては，次のような否定的な意見もある．

まず，渋滞など動的な交通減少を表現できない．次

に，災害時の OD 需要関数に関する知見が全くとい

っていいほど存在しない．これらの問題点について

は，今後の研究で改善されていくものと考えられる． 
現時点では，各橋梁の詳細なデータが整理されて

いないため，本研究ではフラジリティ・カーブ，補

強費用，復旧費用は全橋梁一律の値を用いざるを得

なかった．各橋梁の詳細なデータが手に入ることで，

より精緻な評価が可能となる．本枠組みは，こうし

たデータが得られた場合にも容易に拡張可能である．

このため， LCC の計算方法をどんなに工夫しても，

入力するデータの精度が悪ければ徒労に終わってし

まう．これらのデータの信頼性や精度を上げるため

には，分野の壁を超えた共通の目的を明示的に掲げ，

共通の土台・言語で議論をしていく必要があろう． 
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表 4.30 優良戦略のトリップ不可能コスト 
戦略 耐震対象となる有効橋梁群 耐震補強費用（億円） トリップ不可能コスト（億円
3 a,b 316.8 369
4 c 250.8 409
5 a,c 357.6 409
6 b,c 343.2 358
7 a,b,c 438 358
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